




は　じ　め　に

　本県は、2019 年にスポーツ関係業務を一元化してスポーツ局を設置し、

スポーツの振興に一丸となって取り組んでまいりました。

　スポーツには、体力向上や心身の健康保持を始め、生きがいや仲間づくり

といった様々な価値があります。人口減少や高齢化が進行していく中、スポー

ツを「する」「みる」「ささえる」を通して、県民の皆様がスポーツの価値を

享受するための環境の整備が求められています。

　また、集客力や情報発信力といったスポーツの力を活かし、交流人口の拡

大や地域経済の活性化を図ることも重要です。この計画の計画期間である今

後５年間においては、2025年夏の愛知県新体育館（愛知国際アリーナ）の

開業や 2026 年のアジア競技大会・アジアパラ競技大会の開催などの大規

模プロジェクトが控えており、このインパクトを最大限活かし、競技力の向

上や障害者スポーツの振興はもとより、スポーツを通じた共生社会の実現や

地域活性化といった様々な成果を生み出していく必要があります。

　こうした背景を踏まえ、本計画においては、目指すべき姿として「すべて

の人が生涯にわたりスポーツに関わり、スポーツにより人と人とがつながる

愛知」、「世界で活躍するトップアスリートを継続的に輩出し、夢や感動を分

かち合う愛知」、「スポーツを通じて世界から人を呼び込み、交流を生み出し、

持続的に成長する愛知」の３つを描きました。

　目指すべき姿の実現のため、県民の皆様をはじめ、市町村、企業、大学、

各種団体など、関係の方々とともに、全力で取組を進めてまいりたいと考え

ております。

　最後に、本計画の策定に当たりましては、愛知県スポーツ推進審議会や策定

委員会の委員の皆様方には、様々な視点から熱心にご議論いただきました。ま

た、スポーツ関係団体や県民の皆様からも、貴重なご意見をいただきました。

心から御礼申し上げます。

　2023年３月
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第１ 計画の基本的事項
１．策定趣旨

○	スポーツ基本法第 10条第 1項には、都道府県及び市町村の長又は教育委員会は、国が策定
するスポーツ基本計画を参酌して、その地方の実情に即した地方スポーツ推進計画を策定す
るよう努めることが規定されている。

○	本県は、2013年３月に「いきいきあいち スポーツプラン」を策定し、中間年における改定
を経て、豊かで活力に満ちた「スポーツ愛知」の実現に向けた様々な取組を、長期的な展望
のもとに推進してきた。 

○	2019 年度からは、県庁のスポーツ関係業務を一元化してスポーツ局を設置し、全国・世界
に打ち出せるスポーツ大会の招致・育成や地域スポーツ環境の充実、トップアスリートの育
成、障害者スポーツの振興などに一丸となって取り組んできた。

○	一方、2020 年初頭から急速に感染が拡大した新型コロナウイルス感染症は、人々の価値観
やライフスタイルに大きな影響を与えるとともに、イベントの開催制限、大会の延期・中止
など、スポーツ界にも多大な影響を及ぼした。ワクチン接種の進展など、日常生活の回復に
向けた取組が進んでいるものの、スポーツ分野においても感染状況を踏まえた取組が行われ
ている。

○	そのような中、国は 2022年３月に第３期スポーツ基本計画を策定した。当該計画において
は、コロナ禍において再認識された「スポーツの価値」を定義するとともに、スポーツを「つ
くる／はぐくむ」「あつまり、ともに、つながる」「誰もがアクセスできる」という新たな視
点が掲げられ、様々な立場にある人が「ともに」活動し、「つながり」を感じながらスポー
ツを楽しめる社会の実現を目指すことなど、共生社会の実現への方向性が強く打ち出された。

○	今般、「いきいきあいち スポーツプラン」の計画期間の最終年を迎えることから、こうした
背景を踏まえるとともに、2025年夏の愛知県新体育館の開業や、2026年のアジア競技大会・
アジアパラ競技大会の開催といった本県の大規模プロジェクトを見据え、中長期的な視点で
本県のスポーツ振興に取り組むための、新しい「愛知県スポーツ推進計画」を策定するもの
である。
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２．計画の位置付け
○	スポーツ基本法第 10条第 1項の規定に基づき、本県のスポーツ振興に関する中長期的な展
望と、総合的な施策を示す。

○	本県の総合計画である「あいちビジョン 2030」（2020 年 11 月策定）の個別計画として、
ビジョンの趣旨を鑑み、スポーツ分野の具体的な施策を示す。 

○	また、「アジア競技大会・アジアパラ競技大会を活用した地域活性化ビジョン（2019年３月
策定、2023年３月改訂）」を始め、スポーツに関連する他の計画との連携を図る。

３．計画期間
○	国のスポーツ基本計画の計画期間が５年間であることを踏まえ、また社会経済状況などス
ポーツを取り巻く環境の変化に対応した計画としていくため、2023 年度から 2027 年度ま
での５年間とする。 
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第２ 策定に当たっての視点 
１. 今後の社会経済の展望

○	本県の人口は、2020年頃をピークに減少すると見込まれており、2030年頃には約 736万
人と、2022年 10月時点 （約 750万人）から約 14万人減少する。

○	年少人口（0～ 14歳）は、1980 年頃をピークに減少を続けており、2030年頃には約 89
万人と、2022 年 10 月時点（約 95 万人）から約 6万人減少する。また、生産年齢人口
（15～ 64 歳）は、2000 年頃をピークに減少傾向にあり、2030 年頃には約 446 万人と、
2022年 10月時点（約 463 万人）から約 17万人減少する。 

○	老年人口（65歳以上）は増加し、その中でも 75歳以上の人口が増加していく。2020年か
ら 2025年にかけて、団塊の世代（1947～ 1949 年生まれ）が 75歳以上の高齢者になり、
総人口に占める 75歳以上人口の割合が大きく上昇する。 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」をもとに推計

　人口の減少、高齢化の進行

出典：2020 年までは総務省「国勢調査」、2025 年以降は国立社会保障 
・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」
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　平均寿命の延伸

○	雇用面では、生涯現役で多様な労働参加・社会参加が進むと見込まれる。学び方も大きく変
化する。特に、医療・介護については、健康予防への取組や制度の効率化を進めることがで
きれば、高齢者も現役として支える側に回る生涯現役社会が構築される。

出典：内閣府「2030 年展望と改革タスクフォース報告書」

○	ＩＣＴを活用することにより、地域企業の商圏の拡大、地理的制約に囚われない働き方やサー
ビスの享受などが可能となり、地域の活性化が図られることが期待される。 

出典：総務省「令和４年版情報通信白書」

　暮らし・労働・学びの多様化

出典：平均寿命は愛知県「愛知県民の平均余命について」、
　　　健康寿命は厚生労働省「健康寿命の令和元年値について」 

○	本県の平均寿命は、男女ともに伸び続けており、過去最高を更新している。今後も延伸する
ことが予測され、日本人の平均寿命は 2030 年頃には男性 82.4 歳、女性 88.7 歳に達する
ことが見込まれる。　　　 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」

○	一方、健康寿命についても延伸傾向にあり、健康寿命を延ばし、平均寿命との差を縮めてい
く取組が求められる。

愛知県の健康寿命の推移（男女別） 
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○地域コミュニティや多様な市民活動が、副業・兼業の拡大、高齢者の社会参加、寄付文化の
普及等を背景に拡大し、官では対応できない新たな公を担う社会（社会的企業、ＮＰＯ、Ｅ
ＳＧ投資等）が拡大していく。 

出典：内閣府「2030 年展望と改革タスクフォース報告書」

　共助社会の拡大

○	Society5.0 時代の到来により、生産・流通・販売、交通、健康・医療、公共サービス等の幅
広い産業構造の変革、人々の働き方やライフスタイルが変化していく。

○	技術革新の進展により、日本の労働人口の相当規模が技術的にはＡＩやロボット等により代
替できるようになる可能性がある。

出典：文部科学省「第３期教育振興基本計画」

○	Web3.0 の時代を迎え、メタバースやＮＦＴの活用が、コンテンツの創作・流通・利用の新
たな可能性を広げている。メタバース、ＮＦＴ等の発展は、これまでにないコンテンツの楽
しみ方をユーザーに提供し、その消費経済圏にユーザーを取り込むとともに（中略）コンテ
ンツビジネスにゲームチェンジの機会をもたらし得る。 

出典：知的財産戦略本部「知的財産推進計画２０２２」

　超スマート社会（Society5.0）の到来

　グローバル化の進展
○	アジアをはじめとするいわゆる新興国が急速に経済成長し、国際社会における存在感が増大
する。欧米のみならず、アジアも世界経済の中心的役割を担うこととなる。

○	社会のあらゆる分野でのつながりが国境を越えて活性化し、人材の流動化が進むことで人材
獲得競争などグローバル競争が激化する。

出典：文部科学省「第３期教育振興基本計画」

○経済的な豊かさのみならず、精神的な豊かさや健康までを含めて幸福や生きがいを捉える
「ウェルビーイング」の考え方が重視されてきており、経済協力開発機構の「ラーニング・
コンパス 2030」では、個人と社会のウェルビーイングは「私たちの望む未来」であり、社
会のウェルビーイングは共通の「目的地」とされている。 

出典：文部科学省中央教育審議会教育振興基本計画部会（第 13 回）会議資料

　人々の価値観の多様化
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２．今後の主なスポーツ関連の動き

休日の学校部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行の段階的推進
◆	2023 年度から 2025 年度までの３年間を改革推進期間と位置付け、地域の実情に応じ
て可能な限り早期の実現を目指すこととし、休日の学校部活動の段階的な地域連携・地域
移行を推進。

第 19 回アジア競技大会・第４回アジアパラ競技大会の開催
◆	新型コロナの影響により１年延期となった第 19 回アジア競技大会が、2023 年９月 23 
日から 10月８日まで中国・杭州にて開催。

◆	カバディやセパタクローなど、アジア特有の競技も実施される。また、eスポーツが初め
て正式種目として実施される予定。

◆	同年 10月 22日から 28日までの７日間、第４回アジアパラ競技大会が開催。

　2023 年

パリオリンピック・パラリンピックの開催
◆	2024 年７月 26日から 8月 11日までの 17日間、フランス・パリにて夏季オリンピッ
クが開催。

◆	東京オリンピックに引き続き、実施競技にスケートボード、スポーツクライミング、サー
フィンが選出されるとともに、初めてブレイキンが選出。

◆	同年８月 28 日から９月 8日までの 12日間、夏季パラリンピックが開催。

愛知県新体育館（愛知国際アリーナ）の開業
◆	2025 年夏、名城公園北園に、世界最高レベルのスマートアリーナである愛知県新体育館
が開業。

◆	建築面積は約 26,500㎡、延床面積は約 63,000㎡と現体育館の約 3.5 倍の規模となり、
メインアリーナの最大収容人数は 17,000 人（立見を含む）。

◆	メインアリーナは「ハイブリッドオーバル型」で、各種スポーツから音楽イベント等まで、
質の高い鑑賞体験を提供。

愛知県新体育館の外観イメージ
©️2022 Aichi International Arena

　2024 年

　2025 年

※画像はイメージです。デザインなどは
　変更になる場合があります。
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デフリンピック 2025 夏季大会の東京での開催
◆	聴覚障害者の国際スポーツ大会である「デフリンピック」夏季大会が、2025 年 11 月
15 日から 26日までの 12日間、東京都にて開催。

◆	18 競技、21種目が実施される予定で、70～ 80の国と地域から、５～６千人の選手団
が参加する予定。

ミラノ・コルティナダンペッツォ冬季オリンピック・パラリンピックの開催
◆	2026 年２月６日から２月 22日までの 17日間、イタリア・ミラノ・コルティナダンペッ
ツォにて冬季オリンピックが開催。

◆	同年３月６日から 15日までの 10日間、冬季パラリンピックが開催。

名古屋市瑞穂公園陸上競技場の整備
◆	2026 年３月に、アジア競技大会・アジアパラ競技大会のメイン会場となる瑞穂公園陸上
競技場が竣工。

◆	５階建て、延床面積約 63,500㎡で、観客席は約３万席となる。アジア競技大会の開閉会
式時には、フィールド内に仮設席約５千席を設置予定。

第 20 回アジア競技大会・第５回アジアパラ競技大会の開催
◆	第 20回アジア競技大会（９月）、第５回アジアパラ競技大会（10月）を愛知・名古屋に
て開催。

◆	アジア競技大会は、45の国と地域が参加するアジア最大のスポーツの祭典としてオリン
ピックを超える競技数を誇る。アジアパラ競技大会は、アジア地域の障害者総合スポーツ
大会。スポーツの振興はもとより、産業振興や観光の促進につながるとともに、共生社会
の実現に貢献。

◆	大会の準備・開催を通してスポーツ文化を根付かせ、県民のスポーツへの参加やスポーツ
大会等の招致・開催、スポーツを通じた共生社会の実現など、様々なレガシーを創出する
よう取組を推進。

第20回アジア競技大会、第５回アジアパラ競技大会 ＰＲポスター 
第 18回アジア競技大会開会式

　2026 年

©NASGOC
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ワールドマスターズゲームズ関西の開催
◆	2027 年５月、生涯スポーツの国際総合競技大会である「ワールドマスターズゲームズ」
が関西地区にて開催。

ロサンゼルスオリンピック・パラリンピックの開催
◆	2028年7月14日から30日までの17日間、アメリカ・ロサンゼルスにて夏季オリンピッ
クが開催。

◆	東京・パリオリンピックにおいては追加競技として実施されたスケートボード、スポーツ
クライミング、サーフィンが、正式な実施競技として選出。

◆	同年８月 15日から 27日までの 13 日間、夏季パラリンピックが開催。

全国高等学校総合体育大会（インターハイ）の開催
◆	全国９ブロックにより輪番にて開催されている全国高等学校総合体育大会が、東海地区（岐
阜県、静岡県、愛知県、三重県の４県）にて、愛知県が主管県となり開催。

◆	東海地区では、2018 年（三重県が主管県）以来 10年振りの開催。

2025 年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万博」）の開催
◆	2025 年４月から 10月までの半年間、大阪市夢洲地区を舞台に国際博覧会が開催される。
◆	国内では、愛知県にて開催された「愛・地球博」以来、20年振りの開催で、「いのち輝く
未来社会のデザイン」をテーマとし、入場者数は約 2,800 万人を想定。

ＳＤＧｓの達成
◆	持続可能で、よりよい世界を目指す国際目標であるＳＤＧｓが、2030 年に目標年を迎える。

リニア中央新幹線の開業
◆	リニア中央新幹線の開業により、東京・名古屋間が約 40分で結ばれる。首都圏と中京圏
が一体化し、巨大な都市圏（リニア大交流圏）が誕生。

中部国際空港の機能強化（第二滑走路の整備等）
◆	第二滑走路の整備により、空港の完全 24時間運用が可能となり、深夜早朝時間帯におけ
る多様な運航ニーズに対応。

　2027 年

　2028 年

　その他
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第３ 基本理念・目指すべき姿 
▶︎基本的な考え方

○	本県は、2013 年３月に「いきいきあいち スポーツプラン」を策定し、計画の中間年におけ
る見直しを経て、様々な取組を進めてきた。2019 年度からは、県庁のスポーツ関係業務を
一元化してスポーツ局を設置し、スポーツの振興に一丸となって取り組んできた。

○	「いきいきあいち スポーツプラン」において数値目標とした「子どもの体力水準」は、低い
水準に留まっている。また「週１回以上のスポーツ実施率」は、数値は向上しているものの
年代間の差が大きく、障害者においては非実施層が大半を占めている。こうした課題や、運
動部活動の地域移行といった新たな方向性を的確に捉えて、引き続き身近な地域でスポーツ
に関わることができる環境づくりを進め、性別や年齢、国籍、障害の有無等にかかわらず、
すべての人が生涯にわたりスポーツに関わり、人生 100 年時代を豊かに過ごすことができ
る社会をつくっていく。

○	また、東京 2020オリンピック・パラリンピックなどでの地元アスリートの活躍は、我々に
勇気や誇り、夢や感動をもたらした。2026 年に愛知・名古屋で開催するアジア競技大会・
アジアパラ競技大会等の国際大会に向け、本県ゆかりのアスリートを継続的に発掘・育成・
強化することで、県民のスポーツへの関心を喚起していくとともに、将来を担う子どもたち
の夢が芽生えるきっかけとしていく。

○	そして、アジア競技大会・アジアパラ競技大会や 2025年夏の愛知県新体育館の開業などの
大規模プロジェクトを始めとして、様々なスポーツ大会・イベントや地域資源を活かしたス
ポーツツーリズム *の推進を通して、スポーツの振興はもとより、交流人口の増加や観光・
産業分野等への幅広い波及効果を創出し、愛知の持続的な成長につなげていく。  

○	こうした取組を通して、関係部局や市町村を始め、県内企業、大学、関係団体など様々な主
体と連携し、スポーツが持つ多様な役割を最大限引き出すことで、豊かで活力ある愛知を実
現していく。 

* スポーツツーリズム：スポーツを「みる (観戦 )」、「する (楽しむ )」だけでなく、スポーツそのものを観光資源として捉え、他
の地域資源や観光資源とも組み合わせることで、スポーツを通じた新たな旅行の魅力を創り出す観光スタイルを指す。 



第
３　
基
本
理
念
・
目
指
す
べ
き
姿

15

　基本理念

アジア・アジアパラ競技大会を活かし、すべての人がともに
スポーツを楽しみ、スポーツの力で豊かで活力ある愛知の実現

　目指すべき姿

すべての人が生涯にわたり
スポーツに関わり、

スポーツにより人と人とが
つながる愛知

Ⅰ.多様な主体におけるスポーツに関わる機会の創出
Ⅱ .子どものスポーツ活動の充実
Ⅲ .トップアスリートの育成、活躍支援
Ⅳ .アジア・アジアパラ競技大会の開催、レガシー創出
Ⅴ .スポーツによる地域活性化

　目指すべき姿を実現するための基本施策

※ 1　20歳以上の者　
※ 2　オリンピック・パラリンピック、アジア競技大会・アジアパラ競技大会

項目 現状値 目標値

週１回以上のスポーツ実施率（成人※1、障害者） 
成人：56.3％ 

障害者：23.0％ 
（2021 年 12 月）

成人：70％ 
障害者：40％ 

（2026 年 12 月（予定））

国際大会※ 2 に出場する本県ゆかりの競技者数 198 人
（2018 ～ 2022 年度）

300 人
（2027 年度）

県が主催するスポーツ大会へのエントリー
数、観戦者数

エントリー数： 29,317 人
観戦者数：223,203 人

（直近開催大会実績）

エントリー数：165,000 人
観戦者数：3,660,000 人

（2027 年度）

スポーツを通じて
世界から人を呼び込み、

交流を生み出し、
持続的に成長する愛知

世界で活躍する
トップアスリートを

継続的に輩出し、
夢や感動を分かち合う愛知

●目指すべき姿の実現に向けた取組を着実に推進し、持続可能な社会づくりに貢献していく
●目指すべき姿の実現に向けた成果達成目標と、個別施策の進捗状況を管理する進捗管理指標を設定し、
　愛知県スポーツ推進審議会での意見等を踏まえながら、的確な進行管理を図っていく

スポーツを通じたＳＤＧｓへの貢献

目指すべき姿の実現に向けた成果達成目標
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すべての人が生涯にわたり
スポーツに関わり、

スポーツにより人と人とが
つながる愛知

スポーツを通じて
世界から人を呼び込み、

交流を生み出し、
持続的に成長する愛知

世界で活躍する
トップアスリートを

継続的に輩出し、
夢や感動を分かち合う愛知

基本理念
アジア・アジアパラ競技大会を活かし、
すべての人がともにスポーツを楽しみ、
スポーツの力で豊かで活力ある愛知の実現

多様な主体におけるスポーツに
関わる機会の創出

スポーツによる
地域活性化

アジア・アジアパラ競技大会の開催、レガシー創出

子どもの
スポーツ活動の

充実

トップ
アスリートの

育成、活躍支援

スポーツを通じたＳＤＧｓへの貢献

目指すべき姿

基本施策

▶︎施策の体系イメージ

Ⅰ

Ⅱ Ⅲ Ⅴ

Ⅳ
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第４ 施策の体系と具体的な取組の展開 

Ⅰ 多様な主体におけるスポーツに関わる機会の創出

○	本県の 20歳以上のスポーツ実施率は 56.3％と、前計画（「いきいきあいち スポーツプラン」）
策定時と比較して 10ポイント程度上昇しているものの、前計画に掲げた目標値（65％）に
は達しておらず、さらなる向上の余地がある。年代別に見ると、60代（59.7％）や 70代
（73.3％）の実施率が高い一方で、30代（51.7％）や 40代（47.3％）が低く、「この１年
間に運動、スポーツはしなかった」の割合は 40 代（21.6％）が最も高くなっている。 

○	また、「週に 1日以上運動・スポーツを行うことができなかった理由」としては、「仕事や家
事が忙しいから」「面倒くさいから」が突出しており、30代や 40代においては特にこの傾
向が強くなっている。本県のスポーツ実施率の向上に向けては、こうした働く世代や子育て
世代へのアプローチが重要である。

○	一方、障害者のスポーツ実施率（23.0％）についても目標値（40％）には達しておらず、
全国平均（31.0％、令和 3年度調査）を大きく下回っている。また、「この１年間にスポー
ツ・レクリエーション行わなかった」の割合（54.2％）は半数以上となっており、「スポーツ・
レクリエーションを実施しない理由」については「わからない」「特に理由はない」が突出
している。こうした無関心層に対し、スポーツへの参画を働きかけていく必要がある。 

○	そのため、ＳＮＳ等を活用して本県スポーツの魅力や情報を分かりやすく発信し、スポーツ
に対する興味・関心を喚起していくとともに、スポーツ施設の充実や総合型地域スポーツク
ラブの体制強化などを通して、地域のスポーツ環境を充実していく。併せて、気軽に取り組
むことができる運動の推奨や、子どもと一緒に取り組むスポーツ機会の創出など、働く世代
や子育て世代をターゲットとした取組を推進するとともに、障害者がスポーツに関わるきっ
かけづくりや、安心してスポーツを継続できる体制の整備を進めていく。

○	こうした取組による、子育て世代や働く世代を始め、高齢者、障害者、外国人県民など多様
な主体におけるスポーツ機会の創出を通して、心身の健康や体力の保持増進、生きがいづく
り、障害者の社会参加の促進など、スポーツを通じた様々な効果を生み出していく。  

　現状・課題
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　施策の方向性と具体的な取組

○	ＳＮＳの活用やイベントにおけるＰＲ等を通して、幅広い年齢層に対して本県のスポーツ
の魅力や運動・スポーツの意義などについて情報発信し、県民のスポーツへの理解を深め
るとともに、興味・関心を喚起していく。

◆スポーツ人口の裾野拡大

○	本県の「みる」スポーツ情報ポータルサイト「aispo!web」やフリーマガジン「aispo!」
を活用し、プロスポーツチーム・実業団チームの情報や世界で躍動する本県ゆかりの選手
の紹介、県内で開催されるスポーツイベントなどの情報を発信していくとともに、インフ
ルエンサーの活用や、観光情報など本県の魅力を幅広く盛り込むことで、スポーツが好き
な方はもとより、スポーツに関心のない層に対しても、スポーツに関わるきっかけづくり
を進めていく。 

○	本県の「する」スポーツ情報サイト「aispo!Do!」を活用し、各競技団体や総合型地域スポー
ツクラブなどと連携してスポーツ大会やスポーツイベント、ボランティア活動、地域のス
ポーツ施設やスポーツクラブ、指導者に関する情報などを集約し、当該サイトの認知度向
上や利用促進を通して効果的な情報発信を推進していく。 

Web サイト「aispo！web」 フリーマガジン「aispo!」

Facebook

Web サイト「aispo! Do!」

 ＳＮＳ等を活用した情報発信

あいちスポーツコミッションのＳＮＳ▶︎

Twitter Instagram
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 親子で楽しめるスポーツ機会の創出
○	仕事や子育てでスポーツに親しむ時間のない方や、運動不足を感じ
ている方などに対し、親子で取り組むことができる運動プログラム
の提供や情報発信、親子で参加するイベントの開催などを通して、
スポーツに親しみ、運動習慣をつくるきっかけを創出するとともに、
スポーツに対する関心を喚起していく。

 あいち健康マイレージ事業の推進
○	県民一人一人の健康づくりへの取組に対してマイレージ（ポイント）
を付与する「あいち健康マイレージ事業」を市町村と協働して推進し、
各種健診の受診や、スポーツ教室、地域活動、ボランティアへの参
加など、健康づくりに資する県民の主体的かつ積極的な取組を支援
していく。 

○	スマートフォンやタブレット端末のアプリ「あいち健康プラス」を
活用し、仕事の合間や通勤時など、日常生活におけるウォーキング
を始めとする健康づくりを推奨することで、働く世代の健康や運動
に対する意識を高め、生活の中で運動・スポーツ活動の時間を創出
するよう働きかけていく。 

 企業と連携した健康づくり支援
○	従業員等の健康管理を経営的な視点で捉え、積極的に従業員の健康
保持・増進を目指す「健康経営」について、経済団体や県内企業等
と連携して普及啓発に努めるとともに、「健康経営」に向けて特に優
れた取組を表彰することで、働く世代の運動・スポーツ実施の促進
等に積極的に取り組む企業を支援していく。

* ニュースポーツ：年齢や性別、体力、障害等の有無に関わらず、誰もが手軽に楽しむことができる新しいスポーツの総称。マレッ
トゴルフ、ゲートボール、ペタンク、インディアカ、フロアホッケーなどがある。

○	障害の有無に関わらず、子どもから高齢者まで幅広い世代の方が運動・スポーツに親しむ
ことができるよう、県教育・スポーツ振興財団や県レクリエーション協会、県内のスポー
ツ少年団等と連携し、日常生活の中で気軽に取り組むことができるレクリエーションや
ニュースポーツ *等の魅力を発信するとともに、参加機会を提供していく。

ライフステージに応じた
運動プログラム

Web サイト
「あいち健康マイレージ事業」

アプリ「あいち健康プラス」

Web サイト
「あいち健康経営ネット」
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○	障害者スポーツを理解し応援する「あいちパラスポーツサポーター」の取組を推進し、学
生も含めた幅広い年齢層を「ささえる」人材として育成していく。また、認定したサポーター
に対して、スポーツ大会やイベント等で
の継続した活動を促すことで、2026 年
のアジアパラ競技大会においてボラン
ティアリーダーの役割を担うことができ
るよう支援していく。 

○	高齢者の健康と生きがいづくりのため、県社会福祉
協議会と連携し、全国健康福祉祭（ねんりんピック）
へ選手団を派遣するとともに、県老人クラブ連合会
が主催するスポーツ大会等の開催について支援して
いく。

○	障害者の健康・体力づくりや障害者スポーツの推進に係る課題の整理、 情報共有を推進す
るため、学識経験者やアスリート、障害者スポーツ団体、経済団体、医療関係者などによ
る連絡協議会を定期的に開催し、障害者スポーツの推進に向けた総合的な施策推進を図っ
ていく。 

○	いつでも、どこでも障害の特性に応じたスポーツ指導を受けられるよう、県社会福祉協議
会と連携して障害者スポーツ指導員 *の資質向上に努めるとともに、スポーツ推進委員や
総合型地域スポーツクラブの関係者など、地域のスポーツ指導者を障害者スポーツの推進
に向けたキーパーソンとして育成していく。

◆障害者スポーツの推進

* 障害者スポーツ指導員：2023 年４月１日から「公認パラスポーツ指導者」に名称変更。

○	スポーツサークル活動等を行う老人クラブの活動に対する支援を通して、高齢者の積極的
な社会参加を促していく。

ねんりんピックへの選手団派遣

「あいちパラスポーツサポーター」養成研修会

 高齢者の生きがいづくり支援

 地域や大学、企業との連携や指導者・支援者の確保・育成等を通じた体制整備

Ⅰ 多様な主体におけるスポーツに関わる機会の創出
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○	若手の指導人材を確保するため、県内大学等において障害者スポーツ指導員資格を取得予
定の学生に対し、活動事例の紹介や指導体験などを通して、指導員として地域での活動を
促すとともに、活動のブランクのある指導者等を対象に学び直しの機会を提供し、活動の
再開、継続を支援していく。

○	県内には障害者スポーツの競技団体が少ないことから、県内の競技団体に対し障害者ス
ポーツの取組を働きかけることで、障害者スポーツの普及や競技力向上を推進していく。

○	各競技団体が開催する障害者スポーツの体験教室への支援や県社会福祉協議会と連携した
レクリエーションスポーツの体験機会の提供、地域や医療機関への競技用具の貸与など、
身近な地域でスポーツに関わる機会の充実を図ることにより、障害者がスポーツに関わる
きっかけを創出するとともに、スポーツを継続・定着できるよう支援していく。

○	県社会福祉協議会や県障害者スポーツ指導者協議
会等と連携し、各地域で開催されるスポーツ大会
やスポーツ教室などのイベントの開催を支援して
いく。また、市町村等と連携し、開催について幅
広く周知するとともに、大会やイベントへの継続
的な参加を促していく。

○	総合型地域スポーツクラブにおいて、障害のある
人もない人も誰もが楽しめるプログラムを実施す
ることで、地域住民の障害者スポーツへの理解を
促進していく。また、障害者スポーツに関するイ
ベントを開催し、パラアスリートとの交流機会や、
障害者スポーツの体験機会、県内企業における競
技用具のＰＲの場を創出し、障害者スポーツの普
及や参画人口の拡大、共生社会の実現に向けた機
運を醸成していく。 

愛知県障害者スポーツ大会

あいちパラスポＰＡＲＫ

 身近な地域でスポーツに関わる機会の創出

 スポーツによる障害者と地域住民との交流促進
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○	県立スポーツ施設（県体育館、県武道館、県一宮総合運動場、県口論義運動公園、県総合
射撃場）について、長寿命化や利用者の安全確保に向けた施設・設備の適切な維持管理、
バリアフリー・ユニバーサルデザイン化など、利用者のニーズに応じた機能と運営の充実
を図るとともに、さらなる利活用を促進していく。また、ネーミングライツを推進し、施
設におけるサービスの維持・向上につなげていく。 

◆地域のスポーツ環境の充実

○	利用者のニーズに合わせた遊具や広場等の整備を進めるとともに、市町村に対する支援や
助言を通して、地域住民が楽しく集い、交流を深め、気軽に体を動かす場を充実していく。

○	県民の生涯スポーツの場となるよう、学校教育活動に支障のない範囲で県立高等学校のグ
ラウンド、テニスコート、体育館、武道場等の体育施設について地域住民に開放するとと
もに、利活用を促進していく。また、県立特別支援学校の体育施設等を障害者や障害者ス
ポーツ団体の活動のために開放し、障害者スポーツの拠点として活用することで、障害者
スポーツの振興や共生社会の実現に貢献していく。

 スポーツ施設の整備・充実

 都市公園の整備・充実

 県立学校施設の有効活用

施設名 主な施設

県体育館 
愛称「ドルフィンズアリーナ」 

（名古屋市中区）

第１競技場、第２競技場、練習場（温水プール、
フィットネスルーム、トレーニング場、相撲
場、ボクシング場）等 

県武道館 
（名古屋市港区）

大道場、なぎなた道場、柔道場、弓道場、剣
道場、宿泊室等 

県一宮総合運動場 
愛称「いちい信金スポーツセンター」 

（一宮市）

野球場、サッカー場、テニス場、第 3 種陸
上競技場、ゲートボール場、多目的グランド、
プール等 

県口論義運動公園
 （日進市）

野球場、サッカー場、テニス場、プール等

県総合射撃場
 （豊田市） 

射撃場（ライフル、クレー等）

Ⅰ 多様な主体におけるスポーツに関わる機会の創出
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○	総合型地域スポーツクラブの活動や役割について積極的に情報発信し、認知度を高めると
ともに会員の拡大を図っていく。

○	2022 年度から制度が開始された総合型地域スポーツクラブの「登録・認証制度 *1」に
ついて、県スポーツ協会と連携し、クラブアドバイザー *2 の派遣などを通してクラブの
運営基盤の整備を支援し、県内の各クラブが登録基準を満たすよう働きかけていく。また、
当該制度の運用について定期的に効果検証を行い、より効果的な運用を推進することによ
り、各クラブが地域において役割を果たすよう支援していく。 

○	総合型地域スポーツクラブが運動部活動の地域移行の受け皿の一つとなるよう、県スポー
ツ協会と連携し、クラブの運営実務を支援するコーディネーターの派遣等によりクラブの
経営基盤を強化するとともに、スポーツ医・科学人材や競技団体の指導者の派遣等により
クラブの活動充実を図ることで、クラブの質的向上や地域のニーズにあった魅力ある活動
を促進していく。

○	広域スポーツセンター *3 の機能を強化し、総合型地域スポーツクラブと市町村や関係団
体等とのネットワークづくりを始め、クラブの運営を担う人材の確保や資質向上を通して、
クラブの自立的な運営を促進していく。また、未設置市町を始めとして、新たなクラブの
創設に向けた助言・指導を進めていく。

○	県スポーツ推進委員連絡協議会と連携し、スポーツ推進委員の育成や資質向上を図るため
の研修機会の充実に努めるとともに、各種表彰を通して活動意欲を喚起することで、地域
での熱意ある活動を促し、地域の一体感の醸成や、地域コミュニティの維持に貢献してい
く。 

*1 登録・認証制度：総合型地域スポーツクラブが、より公益性の高い「社会的な仕組み」として永続的に充実した活動を行えるよ
う、日本スポーツ協会と都道府県体育・スポーツ協会が関係団体と連携して整備した制度。登録には、活動実態や運営実態、ガ
バナンス等の要件が基準となる。 

*2 クラブアドバイザー：総合型地域スポーツクラブが地域スポーツの担い手として重要な役割を果たしていけるよう、クラブの創
設から自立・活動までを一体的にアドバイスすることを目的に活動しているアドバイザー。

*3 広域スポーツセンター：総合型地域スポーツクラブが継続的かつ安定的に運営されるよう、クラブマネジャーの養成、総合型地
域スポーツクラブ連絡協議会の運営などを通して、クラブの後方支援を行う組織。

 総合型地域スポーツクラブの認知度向上

 クラブの質的向上に向けた「登録・認証制度」の活用

 クラブ間のネットワークづくり

 スポーツ推進委員の資質向上・活動促進
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○	県スポーツ協会と連携し、スポーツ少年団の活動を支援し、小学生を始めとする子どもの
運動・スポーツの機会の充実を図るとともに、総合型地域スポーツクラブとの連携促進や、
指導者の資質向上に向けた取組を推進していく。 

進捗管理指標

 スポーツ少年団の活動支援

項目 現状値 目標値
県内スポーツ情報を発信するウェブサ
イトのアクセス件数（年間）

251,000 件
（2021 年度）

300,000 件
（毎年度）

あいちスポーツコミッションのＳＮＳ
のフォロワー数 

5,363 人
（2021 年度）

10,000 人
（2027 年度）

子育て世代（30代、40代）の週 1回以上
のスポーツ実施率 

30 代男性：55.4 

30 代女性：47.7 

40 代男性：53.6 

40 代女性：40.6 
（2021 年 12 月）

30 代男性：68.7 

30 代女性：59.1 

40 代男性：66.5 

40 代女性：50.3 
（2026 年 12 月（予定））

県が主催するスポーツ大会に参加する
ボランティア数

5,304 人
（直近開催大会実績）

30,000 人
（2027 年度）

県（スポーツ分野）におけるＳＤＧｓ
の周知・取組件数 

７件
（2022 年 12 月）

50 件
（毎年度）

あいちパラスポーツサポーターの養成
人数

103 人
（2022 年度）

120 人
（毎年度）

愛知県障害者スポーツ大会出場者数 591 人
（2022 年度）

600 人
（毎年度）

総合型地域スポーツクラブで実施する
障害者スポーツプログラムの参加者数

156 人
（2022 年度）

150 人
（毎年度）

障害者スポーツ参加促進事業の参加人
数 

352 人
（2021 年度）

500 人
（毎年度）

県所管のスポーツ施設の利用人員 974,525 人
（2021 年度）

1,422,000 人
（毎年度） 

県内総合型地域スポーツクラブの新設
スクール等の加入会員数 

―
（2023 年度事業開始）

1,000 人
（2027 年度）

登録・認証制度における登録クラブ数 ―
（2023 年度事業開始）

100
（2027 年度）

Ⅰ 多様な主体におけるスポーツに関わる機会の創出
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Ⅱ 子どものスポーツ活動の充実

○スポーツ庁が毎年実施している「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」における「体力合
計点 *」は、小・中学生の男女全てにおいて低下傾向にあり、ほとんどの種目において全国
平均を下回っている。

○	一方、同調査の 2022 年度における「１週間の総運動時間」は、2021年度と比較すると小・
中学生の男女とも増加しており、特に小学校男子が大きく増加している。また運動やスポー
ツに対する意識について、運動やスポーツをすることが「好き」「やや好き」な子どもたち
の割合は増加傾向にあるものの、依然として全国平均を下回っている。こうした指標により
本県の現状を的確に捉えて、子どもの体力向上に向けた取組を適切に進めていく必要がある。

○	また、部活動は、生涯にわたって親しむことのできるスポーツを見出す格好の機会であり、
競技力の基盤として本県のスポーツ振興を大きく支えてきた。しかし、少子化による生徒数
の減少、それに伴う運動部員の減少が進行する一方で、児童生徒や保護者の価値観の多様化
による部活動に対するニーズの増大、さらには教員の多忙化など、課題が顕在化している。  

○	そのような中、国において部活動の地域移行が議論され、公立中学校における休日の部活動
の段階的な地域移行を図るという方向性が示された。家庭の経済的な事情等により、児童生
徒のスポーツ機会に差が生じないよう支援する必要があることはもとより、責任感や連帯感
の涵養、人間関係の構築など部活動が有する教育的意義にも留意して、生徒や保護者の負担
にも十分に配慮しながら、地域において持続可能で多様なスポーツ環境を整備していく必要
がある。

○	生涯にわたり運動・スポーツに親しむためには、幼児期から運動習慣を身に付けることが重
要である。そのため、幼児期の遊びの重要性の啓発や学校体育のさらなる充実を図り、体力
向上に加え運動・スポーツの楽しさや喜びを味わうことで「スポーツが好き」な子どもを増
やし、スポーツを通じて豊かな人生となるよう導いていく。また、休日の部活動の地域連携・
地域移行に向けた検討を進め、子どもたちの望ましい成長を保障できるよう、本県の実情に
応じた複数の移行パターンを構築し、児童生徒のスポーツ機会を確保していく。

* 体力合計点：握力、50ｍ走、ボール投げ、上体起こし、長座体前屈、反復横とび、20ｍシャトルラン（中学生は持久走か 20ｍシャ
トルランのどちらかを選択）、立ち幅とびの８種目を点数化して合計したもの。

　現状・課題
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○	子どもと保護者が共に楽しみながら、体力向上にもつながるイベントや啓発活動を通して、
子どものスポーツ機会の創出や子育て世代のスポーツ習慣の定着を支援するとともに、幼
児期における遊びの重要性について、保護者を始め幼児に関わる人々の理解を促進してい
く。

○	幼児が就学前から運動習慣を身に付けられるようにするため、幼稚園教諭、保育士及び保
育教諭に対する研修会を通して、幼児期における体力づくりの重要性への理解を深めると
ともに、効果的な取組を啓発していく。また、幼児期に育んだ力が小学校以降の体力向上
につながるよう、幼稚園、保育所、認定こども園と小学校との連携を強化していく。

○	体力向上に向け優れた取組を行っている学校や、体力テストにおいて優れた成績を収めた
学校や児童生徒に対する表彰を通して、学校の特色ある取組の実施を促すとともに、子ど
もの体力向上に向けた意欲を喚起していく。

○	アジア競技大会・アジアパラ競技大会に関する情報発信や、プロスポーツチーム等と連携
した取組を通して、子どものスポーツに対する興味・関心を喚起し、スポーツへの参加を
促進していく。

○	児童生徒がタブレット端末を通して視聴し、一人でも取り組むことができる「新子供の体
力向上運動プログラム」の普及など、ＩＣＴを活用した子どもの体力向上を推進していく。
また、体育・保健体育の授業においてもＩＣＴを積極的に活用し、練習方法の工夫・改善
を通して正しい知識や技能の習得を促すなど、楽しみながら、主体的に運動に取り組むこ
とができる環境づくりを推進していく。

○	「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」等の結果を検証し、県内の子どもの体力が低下
している要因を探究するとともに、2020 年度に設置した「子供の体力向上検討委員会」
における議論も踏まえ、各施策の成果と課題を整理し、学校の授業や体力向上に向けた取
組の改善につなげていく。

あいち体育のページ

　施策の方向性と具体的な取組

◆児童生徒の体力向上
 日頃の身体活動の充実

 運動・スポーツに対する興味・関心の喚起

 子どもの体力向上に向けた取組の推進
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○	学校体育やスポーツ医・科学の専門家による実技講習会や、教材・資料の作成・普及を通
して、望ましい指導法についての理解促進や技術指導力の向上を図り、体育授業の充実及
び魅力向上につなげていく。

○	スポーツの安全性向上や事故防止に関する研修会等を実施し、教員の安全指導・安全管理
能力の向上を図るとともに、学校における授業や部活動等における指導を通して、児童生
徒に対し、スポーツ事故やスポーツの障害の予防に関する安全教育を推進していく。

◆学校体育・スポーツの充実

○	指導において専門的な知識や技能が必要な武道やダンス等については、専門性を有する地
域の指導者・団体等の協力を通じて、児童生徒の実態に応じた指導や、安全性を十分に確
保した質の高い授業を展開していく。

○	学校の実情に応じて体育の専科教員を適切に配置するなど、効果的な教員の配置を通して
学校体育の充実を図っていく。

○	特別支援学校と小中学校、義務教育学校、高等学校とが連携し、障害者スポーツを活用し、
児童生徒が交流を楽しみながら体力向上を図るための体制づくりを推進していく。

○	児童生徒が楽しく安全にスポーツに親しむことができる環境づくりのため、学校の実態に
応じて体育施設、設備、用具、遊具の整備を進めるとともに、定期点検や適切な保守管理
を実施していく。

 研修などによる教員の指導力向上

 地域の指導者・団体の活用など指導体制の充実

 特別支援学校との連携

 学校体育施設・設備等の安全管理の推進
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○	競技団体やプロスポーツチーム、企業、大学等との連携を深め、指導者を招いて専門的な
指導を行うなど、地域のスポーツ資源を活かした、児童生徒の意欲の喚起や競技力向上に
向けた取組を進めていく。 

◆多様なニーズに応じた運動部活動の推進

○	質・量ともに十分な指導者を確保し、部活動指導の充実を図るため、県立高校においては、
部活動総合指導員 *1 や部活動コーチ *2 の確保や資質向上に努めるとともに、公立中学校
においては、部活動指導員 *3 の確保に向けた市町村の取組を支援していく。併せて、部
活動総合指導員や部活動指導員が顧問となり指導や大会等の引率を担うことのできる体制
を構築していく。 

○	運動部が参加する大会において、部員不足により参加が困難な競技については、複数校合
同チームでの参加や大会運営の見直しに向けた検討を進めるとともに、日頃の活動におい
て単一の学校では運動部活動の存続ができない場合には、複数校が合同で活動するなど、
児童生徒のスポーツの機会や活躍の場を確保するための方策を検討していく。

○	国の「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」
に基づき、適切な休養日や活動時間の設定を徹底することで、児童生徒の心身の健康の維
持やバーンアウトの防止、さらには教員の負担軽減を図るとともに、効果的で持続可能な
部活動を目指していく。また、各競技団体や中小学校体育連盟、高等学校体育連盟等とも
連携し、勝利至上主義に対する意識改革や体罰・ハラスメントの根絶に向けた取組を進め
ていく。

○	同ガイドラインの趣旨に基づき、生徒が希望すれば、特定の運動種目に限らず、文化芸術
や科学分野の部活動を始め様々な活動を経験できるようにするなど、生徒の選択肢を幅広
く確保するための方策を検討していく。

*1 部活動総合指導員：県立高校に配置され、部活動指導員と同様に、部活動の実技指導、大会・練習試合の引率に従事し、生徒の
能力に応じた適切な練習法の導入や技術の向上を図ることができる本県独自の制度。なお、「教育免許状の所有」、「（公財）日本
スポーツ協会公認指導者資格の所有」、「１年以上の部活動の指導経験」、「技術面・安全面において指導ができると校長が認めた
時」のいずれかに該当することを条件としている。 

*2 部活動コーチ：県立高校に配置され、部活動において顧問を補佐し、生徒に対し主に技術的な指導を行う。
*3 部活動指導員：学校教育法施行規則に位置付けられた制度で、中学校における部活動において、校長の監督を受け、実技指導、
大会・練習試合等の引率に従事する。また、学校長は部活動指導員に部活動の顧問を命じることができる。 

 地域のスポーツ資源を活用した指導の充実

 部活動指導員等の確保

 持続的な運動部活動の推進

Ⅱ 子どものスポーツ活動の充実
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○	公立中学校の休日の運動部活動については、地域移行の基本方針やスケジュールなどを盛
り込んだ推進計画を策定するとともに、実証事業の実施やその効果検証を通して、地域の
実情や生徒のニーズに合わせた複数の移行パターンを構築していく。また、地域移行の推
進に向けては、市町村はもとより、総合型地域スポーツクラブや県スポーツ協会、競技団
体、スポーツ少年団、プロスポーツチーム、企業、大学等と連携して取組を進めていく。

○	地域移行に向けては、子どもや保護者の理解が重要になることから、市町村と連携して周
知・広報に努めるとともに、子どもが家庭の経済状況によりスポーツの機会を失うことが
ないよう、支援していく。

○	地域移行に向け、学校と移行先との間の情報共有を促すため、連絡調整・指導助言等を行
うコーディネーターの配置を市町村と連携して推進していくとともに、県スポーツ協会や
競技団体と連携し、専門性や資質・能力のある指導者を確保するための人材バンクの開設
に向けた検討を進めていく。また、公立学校の教員が地域において指導に従事する場合の
兼職兼業について、各市町村において適切な運用がなされるよう周知していく。

○	公立中学校の平日の運動部活動については、国における検討状況を踏まえるとともに、休
日における取組状況を適切に検証し、検討につなげる。 

○	高等学校の運動部活動については、生徒の様々なニーズを的確に捉えるとともに、学校の
魅力化にも資するよう、特色ある部活動を推進していく。また、中学校における運動部活
動の地域移行の状況を適切に捉えながら、生徒にとって望ましいスポーツ環境の実現に向
けた取組を進める。

 複数の移行パターンの構築による運動部活動の地域移行の推進
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進捗管理指標

項目 現状値 目標値

新体力テストの総合評価がＣ以上である
児童・生徒の割合 

小５男子 56.5 
小５女子 64.2 
中２男子 59.0 
中２女子 76.9

（2022 年 12 月）

児童の割合を 80％以上に、
生徒の割合を 85％以上に増加

（2027 年度） 

１週間の総運動時間（体育授業を除く）が 
60 分未満の児童・生徒の割合 

小５男子   9.4 
小５女子 15.9 
中２男子   8.6 
中２女子 18.0

（2022 年 12 月）

児童の割合を５％以下に、
生徒の割合を７％以下に 

（2027 年度）

小学校における新たな体力向上運動プログ
ラムの活用状況

－
（2022 年度取組開始）

100%
（2025 年度）

卒業後にも運動・スポーツをしたいと思う
（「思う」「やや思う」の合計）児童・生徒
の割合

小５男子 87.5 
小５女子 83.3 
中２男子 84.6 
中２女子 77.3

（2022 年 12 月）

児童の割合を 90％以上に、
生徒の割合を 85％以上に増加

（2027 年度） 

運動やスポーツをすることが好き（「好き」
「やや好き」の合計）な児童・生徒の割合 

小５男子 91.7 
小５女子 85.1 
中２男子 88.2 
中２女子 76.5

（2022 年 12 月）

児童・生徒の割合を５％増加 
（2026 年度） 

運動部活動における外部指導者の活用数 

部活動総合指導員 36 人
/ 県立高校 149 校 
（2022 年 12 月）

全校配置 
（2027 年度）

部活動指導員 
配置事業費補助 

13 市 
（2022 年度）

40 市町村以上
（2027 年度）

Ⅱ 子どものスポーツ活動の充実
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Ⅲ トップアスリートの育成、活躍支援

○	東京 2020 オリンピック・パラリンピックや、北京冬季オリンピック・パラリンピックにお
ける地元選手の活躍は、我々に勇気や誇り、夢や喜びをもたらした。選手の熱いプレーや限
界に挑戦する姿がもたらす感動や、選手を応援することから得られる一体感は、何事にも代
え難いスポーツの価値であり、県民のシビックプライドを喚起するものである。  

○	そのため、2026年に愛知・名古屋で開催するアジア競技大会・アジアパラ競技大会を始め、
2024年のパリオリンピック・パラリンピック、2026年のミラノ・コルティナダンペッツォ
冬季オリンピック・パラリンピックなどの目標に向け、選手の育成・支援に向けた取組を計
画的に進めていく必要がある。

○	一方、今後少子化の進行に伴い、競技人口は減少していく。その中でも競技力の向上を図っ
ていくためには、県内全域から優れた能力を有するアスリートを発掘し、戦略的に育成・強
化していくことに加え、デジタル技術の積極的な活用や、スポーツ医・科学等の知見に基づ
く質の高いトレーニングを行うことなどにより、全てのアスリートが可能性を発揮すること
ができる環境を整備することが求められる。

○	併せて、指導者や選手をサポートするトレーナー、審判員を始めとした競技運営を担う人材
を確保・育成し、大会運営能力の向上に努めることで、本県の競技力を支えていく必要がある。

○	本県ゆかりの選手をより多く発掘・育成・強化し、アジア競技大会・アジアパラ競技大会な
ど国際大会における活躍につなげることで、県民が喜びや感動を共有していく。また、育成
した選手がロールモデルとなり、学校や地域スポーツクラブなどで積極的に交流する環境を
整え、トップアスリートの技術や経験を伝えることで、子どもたちの憧れや目標となり、次
世代選手の育成に繋がる好循環を生み出していく。  

　現状・課題
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○	県内全域からスポーツ能力の高い子どもたち等を発掘し、育成プログラムによる指導を通
して競技の適性を見極め、各競技団体による専門的なトレーニングへとつなぐことにより、
トップアスリートとして国際大会で活躍できるよう育成していく。

* スポーツ・インテグリティ：日本スポーツ振興センターの定義は「スポーツが様々な脅威により欠けることなく、価値ある高潔
な状態」であり、スポーツが本来の価値を保った状態で実施されることを指す。

○	身体の使い方やスポーツ栄養、スポーツ心理、スポーツ医・科学、アンチドーピングなど、
アスリートとして必要な知識の習得を通してジュニア選手等の心身の健全な育成を図ると
ともに、年少期からスポーツ・インテグリティ *への理解を促進していく。

○	より多くの優れた能力を持つアスリートの発掘・育成につなげるため、取組の幅広い周知・
広報を進めるとともに、競技種目の拡大について検討していく。また、県スポーツ協会と
連携し、各競技団体が行うジュニア選手の発掘・育成に向けた取組を支援していく。

あいちトップアスリートアカデミー開講式

育成プログラム（ライフル射撃） 育成プログラム（スポーツ教養）

　施策の方向性と具体的な取組
◆トップアスリート・パラアスリートの発掘・育成

 あいちトップアスリートアカデミーにおける地元出身選手の発掘・育成
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* アスレティックトレーナー：スポーツ選手の健康管理、障害予防、スポーツ外傷、障害の応急処置、リハビリテーション及び体
力トレーニング等を担当する者。

○	体育・スポーツに関する包括連携協定を締結した日本体育大学、至学館大学、中京大学、
東海学園大学を始め、大学が有する学生、指導者、施設等のスポーツ資源を有効活用し、
地元選手の発掘・育成に関する取組を推進していく。 

○	県スポーツ協会と連携し、スポーツドクターやアスレティックトレーナー *の育成・確保
など、スポーツ医・科学の専門知識に基づいた支援体制を充実していく。

○	県スポーツ協会と連携し、スポーツにおける女性特有の課題等への理解促進や、女性アス
リートの正しいトレーニング・コンディショニングを普及するための研修会等を開催し、
男性・女性を問わず、アスリートや指導者等の資質向上につなげていく。 

○	県強化指定アスリート・パラアスリートの合宿・
大会等への参加や競技用具の購入、トップレベル
のコーチの活用やスポーツ医・科学の専門家によ
る選手へのサポート等に係る費用への支援を通し
て、技術・能力の向上を促し、国際大会での活躍
につなげていく。 

◆トップアスリート・パラアスリートの強化・活用

○	日本オリンピック委員会（ＪＯＣ）や経済団体、企業と連携し、企業のサポートを望む現
役のトップアスリートと、競技活動に理解を示す企業とのマッチングを支援することで、
アスリートが県内企業に就職し、安定した生活環境で競技に専念できる機会を提供すると
ともに、市町村と連携し、県内各地域におけるスポーツ指導や普及のための人材として活
躍するための仕組みを構築していく。

強化指定選手の代表者に対する認定証の授与

 大学との連携に基づく取組の推進

 スポーツ医・科学に基づく支援体制の充実

 県強化指定選手への支援

 アスリートのキャリア形成に向けた支援



第
４　
施
策
の
体
系
と
具
体
的
な
取
組
の
展
開

35

* 国民体育大会は、2024年の第 78回大会から「国民スポーツ大会」に名称変更。

○	オリンピックや国民体育大会等で活躍したトップアスリートや、高度な専門知識を持つ
トップコーチを講師として活用し、選手の技術・能力の向上やモチベーションの喚起につ
なげていく。

○	パラリンピックや国際大会等で活躍した選手・関
係者と交流できるイベントや出前講座等を開催し、
一流のプレーに接する機会を提供することで、障
害者スポーツの魅力を発信し、競技人口の拡大に
つなげるとともに、障害の有無に関わらず共にス
ポーツを楽しむ機会を提供していく。

○	国際的な競技大会等において優れた成果を挙げるなど、本県スポーツの向上と振興に関し
て特に功績が顕著な者に対して愛知県スポーツ顕彰を授与し、栄誉を称えるとともに、県
民に広く発信していく。

障害者スポーツ参加促進事業における 
車いすバスケットボールの体験 

○	国民体育大会本大会及び冬季大会、国民体育大会東海ブロック大会及び冬季ブロック大会
等へ県代表選手を派遣していく。また、スポーツドクターやアスレティックトレーナー等
の帯同により選手を直接サポートする体制の充実を図り、競技力の向上につなげていく。

○	県社会福祉協議会等と連携し、全国障害者スポーツ大会、全国ろうあ者体育大会に選手を
派遣するとともに、継続的な大会への参加を呼びかけることで、障害者の社会参加を促し、
生涯スポーツにつなげていく。

◆国民体育大会 * への選手派遣等

（左）第77回国民体育大会
　　 県選手団結成式 
（右）第22回全国障害者
       県選手団結団式

 トップレベルの選手・指導者との交流機会の創出

 愛知県スポーツ顕彰の授与

 国民体育大会・全国障害者スポーツ大会などへの選手派遣

Ⅲ トップアスリートの育成、活躍支援
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* 公認クラシファイヤー：障害の種類や程度により、クラス分けを行うための必要な知識・技術を学び、資格を取得した者。

○	国民体育大会における男女総合成績での上位入賞
や、国際大会や全国大会での好成績の獲得に向け、
県スポーツ協会と連携し、県内の競技団体におけ
る練習会や合宿、記録会などの選手強化に向けた
取組を支援していく。 

○	国際・上級審判員や公認クラシファイヤー *等の
資格取得の支援や、大会の運営手法等を習得する
ための、県スポーツ協会と連携した実地研修や国
内競技団体（ＮＦ）と連携した講演会の開催、さ
らには各種スポーツ大会の招致・開催などを通し
て、国際大会・全国大会の競技運営を担う人材を
育成し、県内の競技団体における大会運営能力の
向上を推進していく。

第 77 回国民体育大会冬季大会表彰式

競技運営能力向上研修会

○	アジア競技大会・アジアパラ競技大会を活かし、県内の競技団体が両大会の運営を可能な
限り担うよう働きかけることで、大会運営能力のさらなる向上を図り、大会のレガシーと
するとともに、大会後の国際スポーツ大会等の招致・開催につなげていく。

○	県スポーツ協会や関係機関と連携し、ドーピング防止に関する講習会の開催や情報提供に
努め、ドーピング防止活動を積極的に推進していく。

○	県スポーツ協会と連携し、当協会に加盟している団体の組織運営体制のさらなる強化を図
り、透明性の高い組織運営体制を整備していくとともに、スポーツに関する紛争の迅速・
円滑な解決が促進するよう、環境の整備を進めていく。

 国民体育大会等に向けた県代表選手の競技力向上

 大会運営能力の向上

 スポーツ界の透明性、公平・公正性の向上
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進捗管理指標

項目 現状値 目標値

あいちトップアスリートアカデミーに
係る選考会への参加者数

1,127名 
（2022 年度）

1,140名
（毎年度）

あいちトップアスリートアカデミー
（アカデミー生、修了生）から全国大
会、東海大会へ出場する人数

キッズ・ジュニア・ユース：15名 

パラアスリート部門：２名 

（2019 ～ 2022 年 10 月末）

20名 
（2027 年度）

あいちトップアスリートアカデミー
におけるトップアスリートやトップ
コーチの活用件数 

14件 
（2019 ～ 2021 年度）

70件 
（2027 年度）

国民体育大会本大会における出場種
目数

60種目 
（第 77 回（2022 年）大会）

68種目以上 
（毎年度） 

国際・上級審判員や公認クラシファ
イヤー等の競技運営人材の強化育成
に取り組む団体数 

－
（2023 年度事業開始）

35団体 
（2027 年度） 

日本スポーツ協会公認スポーツ指
導者数

9,079人 
（2022 年 10 月）

11,985人 
（2025 年度）

「スポーツ団体ガバナンスコード」
（スポーツ庁）の遵守を公表する県
内の競技団体数 

２団体 
（2023 年 2 月現在）

56団体 
（2025 年度）

Ⅲ トップアスリートの育成、活躍支援
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Ⅳ アジア・アジアパラ競技大会の開催、レガシー創出

○	2026 年に愛知・名古屋では、アジアの 45の国と地域が参加し、アジア最大のスポーツの
祭典としてオリンピックを超える競技数を誇るアジア競技大会と、アジア地域の障害者総合
スポーツ大会であるアジアパラ競技大会を開催する。  

○	大会の開催に向け、県民一体となって盛り上げる機運の醸成を図るとともに、各種計画の策
定や競技会場の整備、輸送対策や警備対策等を着実に進めていく必要がある。

○	また、スポーツボランティアの育成や、テスト大会・スポーツイベントの開催などを通して
大会運営ノウハウを蓄積し、メガスポーツイベントを円滑に開催するための運営能力を高め
ていく必要がある。

○	大会の開催は、スポーツの振興はもとより、成長著しいアジアに向け、本県がもつ魅力や先
進的な産業技術を示す絶好の機会であり、国際交流や観光の促進、さらには産業振興につな
がるとともに、共生社会の実現に貢献するものである。大会が持つインパクトを最大限に活
かすため、「アジア競技大会・アジアパラ競技大会を活用した地域活性化ビジョン（2019 
年３月策定、2023年３月改訂）」の推進を通して、この地域はもとより、中部圏、さらには
日本全体の成長に貢献していく。

○	こうした取組を推進し、大会を成功に導くとともに、大会の準備・開催を通してスポーツ文
化を根付かせ、県民のスポーツへの参加やスポーツ大会・イベントの招致・開催、スポーツ
を通じた共生社会の実現など、様々なレガシーとして次世代につながるよう、関係者と連携
し、取組を進めていく。

　現状・課題
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○	アスリートファーストの観点を踏まえつつ、簡素で質素、機能的で合理的な大会となるよ
う、市町村や競技団体と連携し、大会運営に係る各種計画の策定や競技種目の選定など、
開催に向けた準備を着実に進めていく。また、競技会場については大会後も地域スポーツ
の拠点として有効活用することを見据え、整備・改修を進めていく。 

◆開催に向けた取組・機運の醸成

○	アジア競技大会・アジアパラ競技大会に向けたテスト大会の開催や、県内各地で開催され
るフラッグツアーやスポーツイベント、聖火リレー、デモンストレーション、選手との交
流などの取組に関し、地域住民の参加を促進することで、大会の意義や競技種目への理解
を深めるとともに、観戦意欲を喚起していく。  

○	大会運営を支えるボランティア活動の核を担うボランティアリーダーの確保・育成に努め
るとともに、研修会の開催など、ボランティアの資質向上に向けた取組を進めていく。ま
た、教育機関や競技団体、市町村など関係機関と連携し、語学や福祉、スポーツ医・科学
など専門知識を有するボランティア人材を確保するとともに、大会後を見据えた運営体制
の構築を検討していく。

○	スポーツ大会やイベントの運営を支えるボランティア団体の活動内容や、スポーツボラン
ティアの魅力ややりがい等の発信を県内の競技団体等と連携して実施することで、県民の
興味・関心を喚起し、「ささえる」スポーツをより一層推進していく。

　施策の方向性と具体的な取組

 各種計画の策定や競技会場等の整備

 テスト大会等を通した開催機運の醸成

 大会ボランティアの確保・育成

マラソンフェスティバル ナゴヤ・愛知における大会運営ボランティア
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○	ＳＮＳの活用や各種イベントへのブース出展を始め、2023 年に開催される予定の第 19 
回アジア競技大会を契機としたファンランや同大会の閉会式におけるフラッグハンドオー
バーセレモニーなどの機会を捉えたＰＲを進める。また、大会エンブレムやスローガン、
今後検討を進める大会マスコット等も活用し、大会認知度の向上や競技種目の魅力発信を
図るとともに、愛知・名古屋の魅力を発信するために効果的なプロモーションを展開して
いく。 

○	教育委員会など関係機関と連携し、小中学生及び高校生に対するＰＲや競技体験イベント
の開催等を通して大会に向けた興味・関心を喚起し、参画につなげていく。また、県内大
学を中心に、大学との連携協定を活かし、大学生の大会運営等への積極的な参画を引き出
していく。

○	愛知・名古屋のシンボルとなる場所にカウントダウンボードを設置し、県内各地において
大会開催に向けた期待や高揚感を高めるとともに、シティドレッシングの実施などにより、
選手、観戦客を歓迎する雰囲気づくりを進めていく。 

○	大会運営において、県内企業等とも連携し、既存施設の活用や再生可能エネルギーの導入、
燃料電池自動車等の活用、資源循環の推進、県産木材の活用、選手動線の最適化など、環
境に配慮した取組を進めることで、大会を通してカーボンニュートラルへの貢献を始め、
持続可能な社会の実現に向けた取組を進めていく。

大会ＰＲに向けたブース出展 
（左）2026 ㎜マラソン 
（右）ストラックアウト 

 大会の広報・ＰＲの推進

 大会を通じたＳＤＧｓへの貢献
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○	各会場で開催される競技種目を市町村と連携して盛り上げていくとともに、「〇〇のまち
△△市」など、市町村が定めた特定の競技を重点的に普及させる取組を推進し、地域に根
差したスポーツとなるよう支援していく。

◆大会を活用した地域活性化

○	大会と並行して開催する文化プログラムとして、市町村と連携し、愛知・名古屋の歴史や
文化芸術を身近な地域で享受できる機会を創出していくとともに、アジアに対し力強く発
信していく。また、文化プログラムを端緒として、スポーツに関心の薄い方も様々な形で
大会に関わるよう促していく。

○	愛知万博において実施した「一市町村一国フレンドシップ事業」を参考とし、競技会場の
周辺地域等において、地域を挙げて各国選手・関係者をもてなし、応援する取組の展開や、
オリンピック開催地で行われている「一校一国運動」等を参考とし、学校等教育機関、企
業、地域団体など個々のステークホルダーにおけるフレンドシップ事業を支援することで、
国際交流を促進し、参加国への理解を深める契機としていく。

セパタクローを通じた交流会

 地域に根差したスポーツの推進

 文化プログラムの活用

 アジア各国との交流の推進

Ⅳ アジア・アジアパラ競技大会の開催、レガシー創出
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○	来訪者の受入環境の整備に向け、公共
交通機関や競技会場、主要施設の多言
語対応を進めるとともに、特別な配慮
が必要な宗教・信条への対応や、観光
施設のバリアフフリー等の情報発信な
どを進め、誰もが快適に過ごすことの
できる環境づくりを進めていく。

多言語コールセンター 
外国人旅行者向けのチラシ

ムスリムマップ

○	アジアの人々が関心を持つ愛知・名古屋の歴史や、「なごやめし」など特色のある食文化、
自然環境、産業といった様々な観光資源を掘り起こし、大会ＰＲと併せて魅力を発信して
いく。また、大会観戦を盛り込んだツアー造成の促進や、メディア等を活用して本県の魅
力を広く発信することで、国内外からの誘客促進につなげていく。

○	多様性に配慮した大会運営、イベント等における啓発、競技会場等のユニバーサルデザイ
ン化といった様々な取組を通して、国籍や文化、言語、宗教、ジェンダー、障害の有無等
に関わらず、互いに尊重し、誰もが活躍できる社会の実現に貢献していく。

◆共生社会の実現への貢献

　＜競技会場等におけるユニバーサルデザインの推進＞
○	障害のある方や高齢者、家族連れなど誰もが円滑に移動し、快適に観戦していただけるよ
う、市町村等と連携し、競技会場のバリアフリー整備を推進するとともに、競技会場周辺
のバリアフリーマップの作成や、ボランティアによる観客のサポート対応など、ソフト面
における対応と併せてユニバーサルデザインの取組を推進していく。

 来訪者の受入環境の整備

 大会ＰＲと併せた愛知・名古屋の魅力発信

 多様性への理解促進

 競技会場等におけるユニバーサルデザインの推進

○	愛知のモノづくりの強みを活かした「自動運転」、「ロボット」、「ドローン」などの先端技
術の実証実験の場として大会を活用するとともに、地場産品や地元の農林水産物等を積極
的に活用し、本県の産業技術の先進性や品質の高さをアジアに対して発信することで、県
内企業の販路拡大や投資の獲得を支援していく。

 大会における「Made in AICHI」のショーケース化
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○	本県に居住・滞在する外国人県民とのフレンドシッ
プ事業を通して、多様な文化背景や価値観への理
解を深めていくとともに、大会関連イベント等へ
の参画を促し、交流、相互理解を促進していく。

 外国人県民との相互理解の促進

スケートボードを通した県内在住の
アジアの子どもたちの交流会

進捗管理指標

項目 現状値 目標値

県内における新たな国際スポーツ大会
の開催決定数

１件
（アジア競技大会・アジアパラ競
技大会を活用した地域活性化ビ

ジョン策定時からの累計） 

10件
（2030 年度）

国際・上級審判員や公認クラシファイ
ヤー等の競技運営人材の強化育成に取
り組む団体数（再掲） 

－
（2023 年度事業開始）

35団体
（2027 年度）

アジア競技大会・アジアパラ競技大会
に参加するボランティア数  

－
（2023 年度以降事業開始）

－
（2023 年度に設定予定）

県内におけるブース出展等のイベント
開催数

34件
（2022 年 12 月現在）

140件
（2027 年度）

「第 20 回アジア競技大会 2026/ 愛知・
名古屋・第５回アジアパラ競技大会」に
関連したアジア各国との交流件数 

16件
（アジア競技大会・アジアパラ競
技大会を活用した地域活性化ビ

ジョン策定時からの累計） 

200件
（2030 年度）

パラスポーツに関連したイベントへの
参加者数 

－
（2024 年度以降事業開始）

100,000人
（2030 年度）

Ⅳ アジア・アジアパラ競技大会の開催、レガシー創出
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Ⅴ スポーツによる地域活性化

○	本県は、2015 年に「あいちスポーツコミッション」を設立し、市町村やスポーツ関係団体、
経済・観光団体、マスメディア、企業・ＮＰＯ等と連携しながら、「マラソンフェスティバ
ル ナゴヤ・愛知」など、全国・世界に打ち出せるスポーツ大会の招致・育成を通じた地域活
性化を進めてきた。 

○	新型コロナウイルス感染症の影響により、イベントの中止や無観客での開催を余儀なくされ
た大会もあるが、国の感染防止ガイドラインを踏まえるとともに、感染症対策や検査の徹底
など、細心の注意を払いながら開催実績を積み重ねてきた。今後もこうしたノウハウの蓄積
を活かし、安全・安心な大会運営を模索していく必要がある。  

○	また、本県は国土のほぼ中央に位置し、交通機関も充実し利便性が高く、大都市圏でありな
がら森林や農地の割合も高く、豊かな自然や特色のある地域を数多く有している。海、山、
川を始めとする本県が持つ自然環境は、貴重なスポーツ資源であるとともに、国内でも有数
のアウトドアスポーツフィールドである。この特性を最大限活かしたスポーツツーリズムの
振興を始め、新しいスポーツ大会の招致、さらには愛知県新体育館などスタジアム・アリー
ナ整備といった取組を通して、スポーツが盛んな地域としてのブランドを確立するとともに、
域外から人を呼び込み、交流人口・関係人口の増加、スポーツを端緒とした飲食、宿泊、観
光など周辺産業への経済波及効果を生み出していく必要がある。 

○	さらに、本県には中日ドラゴンズや名古屋グランパスを始めとする数多くのプロスポーツ
チームが本拠地を構えるとともに、実業団チームも多く、トップレベルの技術を間近で目に
する機会が充実している。チームと連携した情報発信など、域外からの来訪者の増加に向け
た取組はもとより、県民の「みる」スポーツを推進することで、スポーツ実施率や競技力の
向上などの効果も生み出していく必要がある。

○	こうした取組を通して、県民の多様化するスポーツへのニーズに応えるとともに、今後期待
されるリニア中央新幹線の開業や、中部国際空港における第二滑走路の整備などの効果を最
大限享受し、スポーツを通じた地域活性化につなげていく。

　現状・課題
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○	あいちスポーツコミッションを核として、プロスポーツチームや実業団チーム、マスメディ
ア、大学、企業、ＮＰＯといった地域の関係者や、名古屋市を始め県内外のスポーツコミッ
ションとの連携を図りつつ、新たな国際スポーツ大会の招致・育成やスポーツイベントの
開催、スポーツ合宿や事前キャンプの招致促進などにより、交流人口の拡大を図るととも
に、県民がスポーツに関わる機会を創出していく。

◆全国・世界に打ち出せるスポーツ大会の招致・育成

○	県がこれまで支援してきた「マラソンフェスティバル ナゴヤ・愛知」や「奥三河パワー
トレイル」、「アイアンマン 70.3」、「新城ラリー」、「ＦＩＡ世界選手権ラリージャパン」
については、従前大会のノウハウを活かし、大会参加者や来場者の確保・増加に向けさら
なる魅力化を図っていく。また、大会が持つ集客力や情報発信力を最大限活かし、周辺の
観光地や地元産品を始めとした地域の魅力を発信するとともに、ビジネスマッチングの機
会とすることで、練習や観光、ビジネスなど他の目的での来訪につなげ、交流を促進して
いく。

○	大会のライブ配信など、新たなファンの獲得に向けた取組を進めるとともに、大会参加者
やインフルエンサーを活用したプロモーションの推進、大会・イベント時に限らない定常
的な情報発信など、リピーターの獲得に向けた効果的な情報発信を進めていく。

○	市町村が開催するスポーツ大会やスポーツイベントについては、大会・イベントの周知へ
の協力や運営に当たっての助言などを通して、開催を支援していく。

Web サイト「あいちスポーツコミッション」

　施策の方向性と具体的な取組

 あいちスポーツコミッションによるスポーツ大会の招致・育成

 スポーツ大会の魅力向上、大会を活かした情報発信
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県が主催・支援する主なスポーツ大会
●マラソンフェスティバル ナゴヤ・愛知
出走者数が世界最大の女子マラソンとして「ギネス世界記録」に認定されている「名
古屋ウィメンズマラソン」、「名古屋ウィメンズホイールチェアマラソン」、「名古屋シ
ティマラソン」で構成される大会。

●奥三河パワートレイル
林道・砂利道・登山道などの未舗装路を走るトレイルランニング大会。アップダウン
が厳しい本格的な中距離レースで、2015 年から開催。

●アイアンマン 70.3
アイアンマンレースは、一人の競技者が水泳、自転車、ランニングの３種目を連続して
行うトライアスロンの世界的なシリーズ戦。「アイアンマン70.3東三河ジャパン in渥美
半島」の第１回大会を、2023 年６月に田原市、豊橋市において開催することを決定。

●新城ラリー
国内最高峰のラリー競技である全日本ラリー選手権の１戦。
新城市がアウトドアポーツのまちづくりを推進するイベント
の一つとして、2004 年から開催。

名古屋ウィメンズマラソン ビクトリーブーケ・オリーブ冠贈呈 
（ホイールチェアマラソン表彰式）

野うさぎをモチーフにした
トロフィー 

知事杯、花束の贈呈

県の取組
●マラソンＥＸＰＯにおける愛知の特産品・観光地のＰＲ
●あいちの花のＰＲ（フィニッシュレーンの装飾、優勝者等へのビクトリーブーケの贈呈等）
●エイドでの愛知の特産品の提供 等

県の取組
●エイドでの奥三河の特産品の提供
●奥三河の木材を活用した完走賞、
　副賞トロフィーの制作 等

県の取組
●大会ＰＲや広報
●ボランティア募集の協力 等

県の取組
●大会のライブ配信
●優勝したドライバー・コドライバー（ナビゲーター）に知事杯、
  あいちの花で作った花束の贈呈 等
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●ＦＩＡ世界選手権（WRC）ラリージャパン
国際自動車連盟（ＦＩＡ）が 1973 年に創設したラリー競技の最高峰に位置する世界
選手権。Ｆ１と同様の人気を誇る。

○	2025 年夏に開業する予定の愛知県新体育館や 2026年に開催するアジア競技大会・アジ
アパラ競技大会、数多く立地するプロスポーツチームや実業団チーム、さらには奥三河地
方の山林や渥美半島の海岸など本県の豊かな自然環境といった、大都市でありながら、豊
かな自然環境を有する本県ならではの地域資源を磨き上げ、スポーツツーリズムの推進に
活かしていく。

○	ポストコロナを見据え、インバウンドニーズの高い武道ツーリズムの推進や、若者に人気
の高いアーバンスポーツ *1 に関連するイベントの招致など、新たなコンテンツの充実に
向けた取組を進めていく。

○	スタジオジブリ作品の世界観を表現したジブリパークや、本県の強みである「モノづくり」
を活かした産業観光、さらには多くの戦国武将を輩出した「武将のふるさと」に係る武将
観光などの本県の観光資源を、スポーツ大会やスポーツイベントの開催による来訪者数の
増加の機会を捉えて積極的に情報発信し、スポーツを端緒とした周遊観光を促進すること
により、旅行者の滞在時間の延長や観光消費の拡大を促していく。 

○	スポーツを含めた観光情報を各ターゲット層に対して効果的に発信することで、来訪者や
リピーターの拡大につなげるとともに、ワーケーション *2 との連携や、ビジネス客等の
取り込みを進めていく。

*1 アーバンスポーツ：エクストリームスポーツ（過激な速度や高度を始め、物理的に難易度が高い目標などに挑戦する危険性の高
いスポーツの総称）の中で、都市での開催が可能なものとして、音楽、ファッションなど遊び感覚の高い若者文化と共に進化
するもの。ボルダリング、ＢＭＸ、スラックライン、パルクール、スケートボード、３×３等の種目がある。

*2 ワーケーション：「ワーク」と「バケーション」を組み合わせた造語で、旅先でテレワークを活用し、働きながら休暇をとる過
ごし方。

パブリックビューイング 
イベントの様子

県の取組
●大会情報を掲載した観戦ガイド
の発行

●パブリックビューイングイベン
トの開催

 様々な地域資源を活かしたスポーツツーリズムの推進

 観光施策と連携した県内周遊性や来訪者の満足度向上

Ⅴ スポーツによる地域活性化

●会場におけるＰＲブースの設置 等
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○	2025 年夏の開業に向けて愛知県新体育館の整備を着実に進め、世界最高峰のスポーツ・
エンターテイメントのコンテンツを呼び込んでいくとともに、名城公園を始め、周辺地域
と連携した賑わいづくりや交流促進につなげていく。また、様々な顧客ニーズに対応する
ホスピタリティの高い観戦環境を整備し、顧客満足度の最大化を推進していく。

◆スポーツの成長産業化

○	愛知県新体育館において、５Ｇの特長を活かしたマルチアングル観戦体験やＡＲ *1 観戦
体験など、先端技術とスポーツが融合した新しいサービスの提供を通して、「みる」スポー
ツにおける様々な付加価値を創出していく。また、将来のＩＣＴ技術の進化に柔軟に対応
し、機能を計画的にアップデートしていくことで、常に最先端のスマートアリーナとして
いく。

○	国民体育大会等の文化プログラムとして実施されるなど、様々な広がりが見込まれる eス
ポーツ *2 については、正式競技として実施される第 19回アジア競技大会（中国・杭州）
の情報収集に努め、今後の可能性を検討していく。また、国の動向も踏まえながら、eスポー
ツや、身体運動を仮想空間に反映して競技を行うバーチャルスポーツを始め、デジタル技
術の活用を通して県民のスポーツへの参画が促進されるよう、取組を推進していく。 

○	2026 年度中の開業を目指す豊橋市新アリーナの整備を支援するとともに、スポーツ大会
やスポーツイベントの開催など愛知県新体育館と連携した取組を通して、東三河地域のス
ポーツ振興や地域振興を促進していく。

*1 AR：「Augmented Reality」の略称で、現実世界を仮想的に拡張する技術のこと。
*2 e スポーツ：「エレクトロニック・スポーツ」の略で、広義には、電子機器を用いて行う娯楽、競技、スポーツ全般を指す言葉であり、
コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦をスポーツ競技として捉える際の名称。 

愛知県新体育館の内観イメージ　© 2022 Aichi International Arena
※画像はイメージです。デザインなどは変更になる場合があります。

 スタジアム・アリーナの整備、賑わい創出

 デジタル技術を用いたスポーツの新たな価値の創出
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○	スポーツは、新産業の創出に向けて利活用すべき
地域資源として有望とされていることから、ス
ポーツへの投資促進やスポーツの価値の向上を図
るとともに、スポーツを活用した新事業・新産業
の創出に向け、2024 年 10 月にオープン予定の
「STATION Ai」とも連携を図りつつ、プロスポー
ツチームを含めた各種スポーツ団体と他産業との
オープンイノベーション *を推進していく。

○	プロスポーツチーム等と連携・協働し、スポーツ
の振興を始め、持続可能な地域づくり、安全・安
心な地域づくり、運動部活動の地域移行など、地
域の課題解決に向けた取組を推進していく。また、
こうした取組を広く情報発信し、ファン層の拡大
や地域イメージの向上につなげていく。

◆スポーツチームとの連携・協働

○	プロスポーツチーム等と連携し、スタジアムへの親子招待といった「みる」スポーツへの
きっかけとなる企画や、選手やマスコットとの交流といったスポーツを「知る」きっかけ
となるイベントの開催を推進することで、県民のスポーツへの参加を促進していく。また、
地元チームの応援を通じて、地域住民の連携やネットワークの形成につなげるとともに、
地元住民のシビックプライドを喚起していく。 

グランパスＳＤＧｓアクション 「フードドライブ」
©️ N.G.E. 

* オープンイノベーション：自社だけではなく、異業種、異分野が持つ技術やアイデア、データ、知識などを組み合わせ、革新的
なビジネスモデル、製品やサービスの開発につなげるイノベーションの方法論。

 スポーツオープンイノベーションの推進

名古屋ダイヤモンドドルフィンズとの
地域共創プラットフォームによるワークショップ 

 チームの知名度・発信力を活かした社会課題への貢献

 選手との交流や「みる」スポーツ機会の創出

Ⅴ スポーツによる地域活性化
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進捗管理指標

項目 現状値 目標値

県が主催するスポーツ大会への県外・
海外からのエントリー数 

13,244人 
（直近開催大会実績）

78,400人
（2027 年度）

県内における新たな国際スポーツ大
会の開催決定数（再掲）

１件 
（アジア競技大会・アジアパラ競技
大会を活用した地域活性化ビジョ

ン策定時からの累計） 

10件
（2030 年度）

観光レクリエーション資源・施設利
用者数（スポーツ・レクリエーション）  

23,817,501 人
（2021 年）

132,000,000人
（2027 年）

スポーツオープンイノベーションに
関する取組に参画する、あいちスポー
ツコミッション加入団体数

４団体 
（2022 年度）

20団体
（2027 年度）

スポーツイベント等におけるあいち
スポーツコミッションとプロスポー
ツチーム等の連携取組数

９件 
（2021 年度）

80件
（2027 年度）

この１年間にスポーツ観覧・観戦を
行った県民の割合

16.0％ 
（2021 年）

25％
（2026 年）

Ⅴ スポーツによる地域活性化
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第５ 計画の推進 
１．計画の推進
○	県庁内の関係部局や市町村を始め、企業や大学、関係団体、ＮＰＯなど多様な主体と連携・
協働し、取組を推進していく。 

○	県民の皆様が様々な形でスポーツに関わることができるよう、本計画の内容や取組状況につ
いて、広く周知・広報を実施する。

２．計画の進行管理
○	計画の進捗状況を客観的に評価するため、目指すべき姿の実現に向けた成果達成目標と、個
別施策の進捗を管理する進捗管理指標を設定するとともに、各指標の確認を通して進捗状況
の把握に努める。 

○	進捗管理指標として設定した項目以外にも、施策の推進において把握すべき指標や定性的な
状況は、「体育・スポーツ振興に関する協定」を締結した大学を始め、各主体とも連携しながら、
適時適切に把握するよう努める。

○	各指標の状況や社会状況の変化等に応じて必要な施策の追加を図るなど、適時適切に計画内
容を見直していく。 

○	計画に基づく各取組の進捗状況、成果や課題のほか、社会状況の変化等については、愛知県
スポーツ推進審議会に報告し、審議会での意見等を踏まえて効果的な推進に努める。
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第６ 参考資料  
１．策定経緯
○	計画策定に必要な基礎的データを得るため、2021 年度に県民のスポーツに対する意識等に
関するアンケートを実施。 

○	2022 年２月に開催した審議会において、次期愛知県スポーツ推進計画の策定について諮問。
４月に策定委員会を設置し、計画案を検討。

○	策定委員会における議論に並行して、スポーツに関する現状や課題、現場のニーズ等を把握
するため、スポーツ関係団体へのヒアリングを実施。

実施時期 主な内容

2022 年２月 16 日
■ 2021 年度愛知県スポーツ推進審議会
　・諮問
　・策定委員会の設置について

2022 年４月 次期愛知県スポーツ推進計画策定委員会の設置

2022 年５月 26 日 
■第１回策定委員会
　・「いきいきあいち スポーツプラン」のフォローアップ
　・次期計画策定に向けた論点

2022 年８月３日
■第２回策定委員会
　・骨子案

2022 年９月 12 日 
■ 2022 年度第１回愛知県スポーツ推進審議会
　・骨子案（決定）

2022 年９月 16 日 パブリック・コメント（提出人数５人、提出件数９件）
　※併せて、市町村・県内競技団体に対して意見照会を実施

2022 年 11 月 14 日 ■第３回策定委員会
　・素案

2023 年１月 17 日 ■第４回策定委員会
　・答申案

2023 年２月 20 日 ■ 2022 年度第２回愛知県スポーツ推進審議会
　・答申
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愛知県スポーツ推進審議会 委員名簿

※会長を除き 50 音順、敬称略

氏　　名 現　　職　　等 備考

來　田　享　子 中京大学スポーツ科学部教授 会 長

安　藤　佳代子 日本福祉大学スポーツ科学部准教授

内　田　智　子 至学館大学健康科学部准教授

梅　村　郁　仁 名古屋グランパスエイト広報コミュニケーション部部長

大　﨑　裕　司 公募委員

太　田　考　則 愛知県市長会理事（北名古屋市長）

大　竹　正　芳 愛知県商工会議所連合会（名古屋商工会議所商務交流部長）

大　槻　洋　也 至学館大学健康科学部教授

熊　澤　雅　樹 スポーツドクター愛知県連絡協議会

小　島　寿　文 愛知県高等学校体育連盟会長（県立明和高等学校長）

後　藤　泰　之 名古屋市体育協会会長

鯖　瀬　　　武 愛知県町村会文教建設部会会長（扶桑町長）

杉　村　幸　枝 鴨田スポーツクラブ事務局長

鈴　木　みどり 愛知県地域婦人団体連絡協議会副会長

西久保　ながし 愛知県議会教育・スポーツ委員会委員長

久　田　　　到 中日新聞社事業局スポーツ事業部部長

平　井　克　明 愛知県中小学校体育連盟会長（西尾市立西尾中学校長）

松　村　亜矢子 中部大学人間力創成教育院准教授

箕輪田　　　晃 愛知県スポーツ協会理事長

淀　川　悦　子 愛知県スポーツ推進委員連絡協議会理事

2023 年２月 20 日時点
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次期愛知県スポーツ推進計画策定員会 委員名簿

氏　　名 現　　職　　等 備考

來　田　享　子 中京大学スポーツ科学部教授 座 長

井　澤　悠　樹 東海学園大学スポーツ健康科学部講師

伊　藤　央　二 中京大学スポーツ科学部准教授

大　勝　志津穂 愛知東邦大学人間健康学部教授

大　竹　正　芳 愛知県商工会議所連合会（名古屋商工会議所商務交流部長）

小　島　寿　文 愛知県高等学校体育連盟会長（県立明和高等学校長）

髙　橋　淳一郎 至学館大学健康科学部教授

田　中　希代子 名古屋グランパスエイト広報コミュニケーション部

寺　田　恭　子 桜花学園大学保育学部教授

中　嶋　和　男 愛知県社会福祉協議会障害者スポーツ振興センター所長

平　井　克　明 愛知県中小学校体育連盟会長（西尾市立西尾中学校長）

藤　嶋　典　弘 公益財団法人愛知県スポーツ協会常務理事

淀　川　悦　子 愛知県スポーツ推進委員連絡協議会理事

※座長を除き 50 音順、敬称略
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２．前計画「いきいきあいち スポーツプラン」について

○	スポーツ基本法第 10 条第１項に規定する地方スポーツ推進計画として位置付けるもの。 

　概要
◆計画の位置付け

○	県民一人一人がそれぞれのライフステージや興味・関心等に応じていつでも、どこでも、
いつまでもスポーツに親しみ、活力ある「スポーツ愛知」を実現するために基本的な方向
性を示すもの。

◆計画の趣旨

○	2013 年度から 2022 年度までの 10 年間
※計画の中間年（2018 年３月）に、アジア競技大会の開催決定など、状況の変化を計画に反映させるた
めの改訂を実施

◆計画期間

○	本県のスポーツの現状を捉えながら、４つの基本施策で推進する。
◆計画の推進方針

①	学校と地域における子どものスポーツ機会の充実
②	ライフステージに応じたスポーツ活動の推進
③	住民が主体的に参画する地域のスポーツ環境の整備
④	競技力の向上を目指す取組の推進

　主な実績と課題
基本施策① 学校と地域における子どものスポーツ機会の充実

数値目標 目標値 現状値（時点） 参考（計画策定時）

子どもの体力水準

昭和 60 年頃の
水準まで引上げ

小５男子：50.71 
小５女子：52.57 
中２男子：38.84 
中２女子：45.40

（新体力テスト 体力合計点、
2022 年 12 月）

小５男子：52.96 
小５女子：53.44 
中２男子：41.01 
中２女子：48.13

（新体力テスト 体力合計点、
2010 年１月） 

体力の低下傾向を止め、
ピークであった
昭和 60 年頃の水準を
目指して目標を設定  

●数値目標
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○	親子で取り組む運動や遊びを促すための情報発信
○	「新子供の体力向上運動プログラム」動画の作成・普及、Ｗｅｂサイト「あいち体育のペー
ジ」を活用した、体力向上に資する情報発信

○	体育活動の充実に向けた学校体育担当者会議や実技講習会の開催
○	単独で部活動の指導や大会への生徒引率が可能な部活動指導員の配置
○	「部活動指導ガイドライン」の策定、周知徹底

●主な取組

○	子どもの体力は低水準が継続。スクリーンタイムの増加などに伴い、児童生徒の運動時間
が十分に確保できていない可能性 

○	中学校においては運動する子どもとしない子どもで二極化が継続。運動が「好き」な子ど
もは、特に中学校において減少傾向

○	少子化による児童生徒数の減少により単独での活動維持が困難な部活動もあり、持続可能
な部活動の在り方を検討する必要

○	学校の働き方改革を背景に、生徒にとって望ましいスポーツの機会が減少する懸念

●成果と課題

基本施策② ライフステージに応じたスポーツ活動の推進

○	県の「みる」スポーツ情報ポータルサイト「aispo!web」や県の「する」スポーツ情報サ
イト「aispo!Do!」を活用した情報発信

○	愛知県老人クラブ連合会が行う、スポーツ大会等の開催に要する経費に対する補助
○	総合型地域スポーツクラブにおける障害者スポーツ交流事業の開催、競技用具の貸出によ
る医療機関等での障害者のスポーツ体験機会の創出

○	あいちパラスポーツサポーターなど障害者スポーツを支える人材の育成

●主な取組

数値目標 目標値 現状値（時点） 参考（計画策定時）

成 人 の 週 １ 回 以 上 の ス
ポーツ実施率

65％
56.3％ 

(2021 年 12 月 ) 
45.5％ 

(2010 年１月 ) 
障害のある人の週１回以
上のスポーツ実施率

40％
23.0％ 

(2021 年 12 月 ) 
－ 

( 調査未実施 )

成人のスポーツ未実施者 ゼロに近づける
16.3％ 

(2021 年 12 月 ) 
17.0％ 

(2010 年１月 ) 

●数値目標
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○	週に１回以上のスポーツ実施率は、計画策定時と比較して 10ポイント以上上昇。男女と
もに上昇しており、70代は高い数値を示すものの 30代・40代が低い 

○	スポーツ実施率の向上に向けた働きかけとして、運動・スポーツのための時間の確保や、
価値観が多様化する中でスポーツへの関心を高めてもらうための取組が必要

○	県内在住の障害のある方の「この１年間にスポーツ・レクリエーションは行わなかった」
の割合は半数を超えており、今後のスポーツ実施率の向上に向けては無関心層の取り込み
が必要

○	東京 2020パラリンピックの開催や、2025年にはデフリンピック夏季大会が東京にて開
催されるなど、障害者スポーツへの期待や注目度は向上

●成果と課題

基本施策③ 住民が主体的に参画する地域のスポーツ環境の整備

○	総合型地域スポーツクラブの創設・育成・運営支援、情報交流会の開催、指導者の養成等
○	県スポーツ推進委員連絡協議会の運営支援
○	県体育館始め５つの県立スポーツ施設の管理・運営、県立学校の体育施設の開放
○	2025 年夏の開業に向けた、ＰＦＩ手法「ＢＴコンセッション方式」による愛知県新体育
館の整備の推進

●主な取組

数値目標 目標値 現状値（時点） 参考（計画策定時）

総合型地域スポーツクラ
ブの設置数 

市町村に少なくとも１つ
は設置

２市町村が未設置 
（ 蒲 郡 市、 南 知 多 町 ） 

（2023 年 2 月時点） 
９市町村が未設置

○	総合型地域スポーツクラブの創設に向けた支援により、未設置の市町村は２市町まで減少 
○	2022 年度から制度が開始された総合型地域スポーツクラブの「登録・認証制度」につい
て、クラブの登録を促すための支援が必要

○	運動部活動の地域移行に向けて、総合型地域スポーツクラブがその受け皿の一つとなって
いく必要

○	日本体育大学、至学館大学、中京大学、東海学園大学と「体育・スポーツ振興に関する協
定」の締結、アスリート育成に向け連携した取組の推進

●成果と課題

●数値目標
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基本施策④ 競技力の向上を目指す取組の推進

○	「あいちトップアスリートアカデミー」による地元選手の発掘・育成・強化
○	強化指定選手に対する合宿・大会等への参加費や競技用具等の購入費等の補助
○	アジア競技大会・アジアパラ競技大会の開催に向けた準備、機運醸成の推進
○	「マラソンフェスティバル ナゴヤ・愛知」、「奥三河パワートレイル」、「新城ラリー」など、
全国・世界に打ち出せるスポーツ大会を招致・育成し、地域活性化につなげる取組の推進

○	県庁組織の再編として、複数部局にまたがるスポーツ関係業務を一元化してスポーツ局を
設置

●主な取組

○	「あいちトップアスリートアカデミー」において育成した選手が、複数の競技において県
代表として全国大会等に出場

○	東京 2020オリンピック・パラリンピックには、94 名の本県ゆかりの選手が出場
○	国民体育大会における総合順位は、全国上位を継続
○	アジア競技大会・アジアパラ競技大会の開催に向けた準備・各種調整は着実に進展。３年
後の開催に向け、さらに取組を推進

○	「ISUグランプリファイナル国際フィギュアスケート競技大会」、「ラグビーワールドカッ
プ」、「国民体育大会冬季大会」、「ＦＩＡ世界ラリー選手権ラリージャパン」など、全国・
世界に打ち出せるスポーツ大会を開催

○	他自治体のスポーツ大会との差異化や新たなコンテンツの充実など、アフターコロナに向
けた取組が必要

●成果と課題
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３．次期愛知県スポーツ推進計画基礎調査（県民を対象と
したスポーツに関する意識調査）概要

　次期スポーツ推進計画を策定する上での資料とするため、スポーツに関する現状や県民の
意識、行政に対する期待、現場における課題等を把握するための基礎調査を実施。 

　　県内在住の方へのアンケート調査

　　スポーツの実施頻度
○	県民の週に１日以上のスポーツ実施率は 56.3％と、前計画の策定時点 (45.5％)から 
10％程度 (10.8 ポイント ) 上昇している。また、全国値 (56.4％、令和 3年度調査 ) と
はほぼ同値である。 

調査の対象 愛知県内に在住する 20 代から 70 代の男女

調査の方法 インターネットによるアンケート調査（アン
ケートモニター対象）

サンプルサイズ 2,000 サンプル

サンプル割付 愛知県の人口構成比に準拠した割付

調査の時期 2021 年 12 月

調査協力 株式会社サーベイリサーチセンター

全体
性別

男性 女性

2000 1016 984

年代

20 代 300 159 141

30 代 321 168 153

40 代 408 211 197

50 代 356 183 173

60 代 293 145 148

70 代 322 150 172

● 調査概要 ● サンプル属性

 

 

 

 

 

週に5日以上
週に3日以上
週に2日以上
週に1日以上
月に1～3日
3か月に1～2日
年に1～3日
この1年間に運動、
スポーツはしなかった
わからない

14.8 13.9 12.4 15.2 14.5 5.13.9 16.3 3.9

 

0 25 50 75 100（%）

※グラフ・表で示す構成比について、小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100とはなら
ないものがある
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　 年代別・性別の比較
○	年代別にみると、週に１日以上のスポーツ実施率は 70 代が最も高く、70 代女性が 74.4％
を示す一方で、40 代が最も低くなっており、40 代女性は 40.6％と、平均値から 15 ポイ
ント程度の乖離を示している。

○	性別に見ると、30 代、40 代は男性の割合が女性を大きく上回っており、特に 40 代におい
て差が大きい。一方、50 代、70 代は女性の割合が男性を上回っている。

◆前回の調査との比較（年代別・性別）
○	前計画策定時に実施した調査（2010年）と比較すると、全ての年代で週１回のスポーツ実施率
は上昇している。性別では、男女ほぼ同じ増加幅となっているが、年代別で比較すると、20代の
上昇幅が最も大きく、次いで30代、70代、40代と、比較的若い年齢層において上昇幅が大き
くなっている。 

    

 

  

 

 

 

0

20

40

60 55.3 55.3 55.4 47.7 53.5 50.3 56.6 60.0 59.5

72.0 74.4

40.6

80

20代 30代 40代 50代 60代 70代

(%) 男性 女性

平均56.3％

 

 

 

20代20代

30代

40代

50代

60代

70代
0 20 40 60 80

2021

2010

56.3

57.2

55.4

55.3

51.7

47.3
53.4
52.7 59.7

57.3
73.3

54.6

35.0

32.8

36.0

女性

男性

全年代 45.5

45.5

45.5

（％）
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○	「体力に自信がある」、「どちらかと言えば自信がある」を合わせた割合は 33.4％であること
対し、「どちらかと言えば体力に不安がある」、「体力に不安がある」を合わせると 62.4%と、
体力に不安がある層が大きく上回っている。 

　　体力に自信があるか

5.7 27.7 36.6 25.8 4.4

体力に自信がある
どちらかと言えば体力に自信がある
どちらかと言えば体力に不安がある
体力に不安がある
わからない

 

0 25 50 75 100（%）

　 性別・年代別の比較
○	性別で比較すると、「体力に自信がある」と「どちらかと言えば体力に自身がある」の割合は、
いずれも男性の方が高くなっている。

○	年代別では、「体力に自信がある」の割合は若い年齢層の方が高く、年齢層が高まるにつれ
て低下していくが、「どちらかと言えば体力に自信がある」の割合は 70 代が最も高くなっ
ている。一方、「体力に不安がある」の割合は 50 代、40 代の順に高くなっている。

男性
女性

20代

8.0

0 25 50 75 100（％）

30.1
3.3

13.7 27.3
9.3 27.1
4.9 26.5
3.1 27.8
2.7 25.3
0.9 32.3

25.2 37.7

35.3
37.1

36.5
33.1
37.2

40.4

35.4 21.6
30.1

4.9
3.8

21.3 2.3
21.5 5.0
28.2 3.9
32.0 3.9
28.0 6.8
22.0 4.3

30代
40代
50代
60代
70代

体力に自信がある どちらかと言えば体力に自信がある
どちらかと言えば体力に不安がある 体力に不安がある
わからない

○	「大いに感じる」、「ある程度感じる」の割合を合わせると 79.6％と、約８割の方が運動不足
を感じている。

　　運動不足を感じるか

 

0 25 50 75 100（%）

38.0 41.6 14.0 4.52.0

大いに感じる
ある程度感じる
あまり感じない
ほとんど（全く）感じない
わからない
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◆性別・年代別の比較
○	性別では、「大いに感じる」、「ある程度感じる」の割合はいずれも女性の方が高くなっている。 
○	年代別では、「大いに感じる」の割合は 50代、40代、30代の順に高く、一方で「あまり
感じない」の割合は 70代が高い。

○	「ウォーキング」が突出しており、64.4％を示す。「この１年間に運動、スポーツはしなかった」
が続くが、これを除けば「体操（ラジオ体操、職場体操、美容体操等）」、「階段昇降（２アッ
プ３ダウン等）」、「トレーニング（室内運動器具を使ってする運動）」が続いており、一人で
も実施可能な種目が上位を占めている。 

　　この１年間に行った運動・スポーツ

男性

女性

20代

30代

40代

50代

60代

70代
0 25 50 75 100（％）

大いに感じる

わからない

あまり感じない
ほとんど（全く）感じない

ある程度感じる

34.3 41.3 16.9 5.1 2.4

1.63.811.041.941.8

34.0 43.0 14.0 7.7 1.3

3.7

3.7

3.413.439.939.6

44.4 38.7 10.0 3.2

1.43.411.537.146.6

36.9

23.3 49.7

42.7

21.1 0.9

15.4 3.8

5.0

1.4

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウォーキング（散歩、ぶらぶら歩きなどを含む）
この1年間に運動、スポーツはしなかった
体操（ラジオ体操、職場体操、美容体操等）

階段昇降（2アップ 3ダウン等）
トレーニング（室内運動器具を使ってする運動）
ランニング（ジョギング）、マラソン、駅伝

自転車（BMX含む）、サイクリング
エアロビクス、ヨガ、バレエ、ピラティス

ゴルフ（コースでのラウンド）
ゴルフ（練習場、シミュレーションゴルフ）

釣り
登山、トレッキング、トレイルランニング

水泳（競泳、水球、飛び込み等）

ボウリング
バドミントン

縄跳び
キャッチボール

テニス、ソフトテニス
野球、ソフトボール

キャンプ、オートキャンプ

0 20 80 100（%）6040

64.4
16.3
15.0
15.0
14.9
11.8
9.9
7.4
6.6
6.3
4.1
4.0
3.5
2.9
2.9
2.8
2.7
2.7
2.6
2.6
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○	汗をかく運動を 30分以上行う頻度を確認すると、週に１日以上である割合は 44.3％と、全
国値（49.5％、令和 3年度調査）をやや下回る水準である。

　　汗をかく運動を 30 分以上行った日数

0 25 50 75 100（％）

7.2 10.5 11.7 14.9 16.9 8.5 10.5 16.1 3.7

週に5日以上
週に3日以上
週に2日以上
週に1日以上
月に1～3日

3か月に1～2日
年に1～3日
全くやっていない
わからない

　 性別・年代別の比較
○	性別・年代別で見ると、比較的
年齢層が若い20代から40代で
は男性が女性を大きく上回ってい
るが、50 代以上では女性が男性
を上回っており、70代女性の割
合が最も高くなっている。一方で
30代女性、40代女性は低い水準
に留まっており、70代女性の半
分以下の水準となっている。

0

(％)
60

45

30

15

20代 30代 40代 50代 60代 70代

男性 女性

47.9 

35.2

48.3

28.3

53.0

27.3
35.3

42.4
48.7
52.6 53.2

57.6

○	運動・スポーツを行う理由は、男女ともに「健康のため」の割合が突出しており、「体力増進・
維持のため」、「運動不足を感じるから」が続いている。

○	「健康のため」、「体力増進・維持のため」の割合は男女拮抗しているが、「運動不足を感じる
から」、「肥満解消、ダイエットのため」、「家族のふれあいとして」、「美容のため」の割合は
女性が男性を大きく上回っている。 

　　運動・スポーツを行った理由

健康のため

体力増進・維持のため

運動不足を感じるから

楽しみ、気晴らしとして

筋力増進・維持のため

肥満解消、ダイエットのため

友人・仲間との交流として

家族のふれあいとして

美容のため

精神の修養や訓練のため

自己の記録や能力を向上させるため

わからない

男性

女性

0 20 40 60 80（％）

71.7
72.4

47.0
44.6
45.635.6

34.7
34.430.2

26.9
29.218.5

10.6
11.9

5.0 10.8
2.3 12.7
6.9

3.6
4.4
4.6

1.2
2.1
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○	「面倒くさいから」及び「仕事や家事が忙しいから」の割合が男女ともに高いが、男性は「仕
事や家事が忙しいから」、女性は「面倒くさいから」の割合が最も高くなっている。

○	性別に見ると、「特に理由はない」、「年をとったから」の割合は男性が女性を大きく上回っ
ており、「面倒くさいから」、「運動・スポーツが嫌いだから」、「子どもに手がかかるから」
の割合は女性が男性を大きく上回っている。 

　　週に１日以上運動・スポーツを行うことができなかった理由

面倒くさいから

仕事や家事が忙しいから

特に理由はない

年をとったから

運動・スポーツが嫌いだから

子どもに手がかかるから

お金に余裕がないから

場所や施設がないから

生活や仕事で体を動かしているから

仲間がいないから

感染症対策によるスポーツの必要性に対する意識の変化

病気やけがをしているから

運動・スポーツ以上に大切なことがあるから

0 2010 30 40 50（％）

男性

女性

33.1 42.0
38.1
36.6

18.112.1
17.3

12.18.0 14.9
13.37.1

9.7
9.3

8.5
6.8

6.5
6.3

7.1
5.04.4
6.1
5.4

4.6

2.7
4.9

　 年代別の比較
○	理由として割合の高い項目について年代別に分析すると、「面倒くさいから」については年
代が若い方が割合が高くなっている。

0

面倒くさいから

仕事や家事が忙しいから

特に理由はない

年をとったから

運動・スポーツが嫌いだから

子どもに手がかかるから

15 30 45 60（％）

43.9
41.9

38.2
38.7

32.528.7
41.7

52.0
45.038.2

26.612.6
11.7

25.1
20.715.512.6

7.6

3.97.1
8.9 15.9

21.3
35.9

15.6
6.1 11.9

9.6
15.411.2

33.3
8.9
11.9

0.0
1.2
3.9

20代
30代
40代
50代
60代
70代

○	「仕事や家事が忙しいか
ら」については 30 代、 
40 代の割合が高く、「年
をとったから」は 70 代
が、「子どもに手がかか
るから」は 30 代が突出
している。 
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○	「満足している」の割合は
12.7％に留まるものの、「もっ
とやりたいと思う」とした人は
半数以上（53.4％）と、運動・
スポーツに対する高い意欲が
窺える。

　　運動・スポーツの実施頻度に満足しているか

　 性別・年代別の比較
○	性別では特段の傾向は見られ
ないが、年代別で見ると、「満
足している」は年齢層が高い
ほど割合が高い傾向がある一
方で、「もっとやりたいと思う」
は年齢層が若いほど割合が高
い傾向にあり、30代の割合が
最も高い。

0 25 50 75 100

12.7 53.4 27.6 6.4

満足している
どちらとも言えない わからない

もっとやりたいと思う （%）

○	「行っていない」の割合が
85.3％と大半を占める一方で、
「日常的・定期的に行った」は
3.1％、「イベント・大会で不
定期に行った」は5.8％に留
まっており、この1年間にボ
ランティア活動歴がある者の
割合は１割にも満たない。

　　この 1 年間にスポーツボランティアを行ったことがあるか

○	「あまり関心がない」の割合
が最も高く、次いで「全く関
心がない」が続く。「非常に
関心がある」は 2.7％、「ど
ちらかと言えば関心がある」
は 19.0％と、関心がある層
は２割程度である。

　　スポーツボランティアに関心があるか

 
 

0 25 50 75 100
（%）

3.1
5.8 85.3 5.9

日常的・定期的に行った イベント・大会で不定期に行った
行っていない わからない

非常に関心がある
あまり関心がない
わからない

どちらかと言えば関心がある
全く関心がない

2.7
19.0 38.9 32.6 6.9

0 25 50 75 100
（%）

満足している もっとやりたいと思う どちらとも言えない わからない

0 25 50 75 100

男性
女性

20代
30代
40代
50代
60代
70代

13.9 52.9 27.5 5.8
11.4 54.0 27.6 7.0

14.0 58.3 22.0 5.7
8.1 62.6 21.8 7.5
9.8 56.9 25.5 7.8
9.3 55.1 30.1 5.6
14.7 46.1 33.8 5.5
21.4 40.1 32.6 5.9

（%）
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○	男女ともに「健康・体力の保持増進」の割合が最も高く、次いで「人と人との交流」、「精神
的な充足感」が続く。

○	性別で見ると、優先順位の傾向は変わらないものの、「人と人との交流」や「リラックス、癒し、
爽快感」の割合については、女性が男性を大きく上回っている。 

　　スポーツが個人や社会にもらたす効果

○	「スポーツ施設・設備の整備・充実」の割合が最も高く、次いで「ウォーキング、サイクリ
ングなどのコース作成や紹介」、「各種スポーツ大会・イベントの開催」が続く。

○	性別に見ると、優先順位の傾向は変わらないものの、「国際的な大会・イベントの開催」に
ついては男性が女性を大きく上回っており、「年齢やライフステージに合わせた運動やスポー
ツ活動の推進」、「学校部活動の支援」については女性が男性を大きく上回っている。

　　愛知県のスポーツ振興に向けて行政に期待すること

 

 

0 30 60 90（％）

男性

女性

健康・体力の保持増進

人と人との交流

精神的な充足感

豊かな人間性

リラックス、癒し、爽快感

フェアプレイ精神（※）の醸成

達成感の獲得

他者を尊重し協同する精神

長寿社会の実現

地域の一体感や活力

74.9 
82.4 

43.0 
56.6 

41.9
47.9 

32.0 
36.6 

28.3 
39.6 

30.4
30.7 

25.4 
31.6 

27.7
28.7 

22.1 
26.2 

22.0 
22.8

 

 

 

 

男性

女性

スポーツ施設・設備の整備・充実

ウォーキング、サイクリング
などのコース作成や紹介

各種スポーツ大会・イベントの開催

わからない

年齢やライフステージに合わせた
運動やスポーツ活動の推進

国際的な大会・イベントの開催

学校部活動の支援

運動・スポーツの必要性の教育・啓発

総合型地域スポーツクラブなどの地域の
クラブやサークルの育成・支援

広報・PRの充実

0 10 20 30 40（％）

34.4 
35.3

28.2 
29.1 
28.8 

26.6 
27.4 

25.2
19.6

24.9 

19.0 
14.7

13.0 19.1 
15.6 
14.9 

13.6 
16.5 

13.1 
14.4 

※公正さと規律を尊ぶ態度
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調査の対象 愛知県内在住の障害のある方及びその同居家族等

調査の方法 インターネットによるアンケート調査（アンケートモニター対象）

サンプルサイズ 800 サンプル

調査の時期 2021 年 12 月

調査協力 株式会社サーベイリサーチセンター

　　県内在住の障害のある方へのアンケート調査

年代別 全体
性別

男性 女性 性別不明
800 420 359 21

9 歳以下 38 19 19 0
10 代 35 15 17 3
20 代 76 37 38 1
30 代 110 52 53 5
40 代 131 77 53 1
50 代 131 97 34 0
60 代 108 52 55 1
70 代 84 41 41 2
80 代 62 22 35 5
90 代 22 6 13 3
年齢不明 3 2 1 0

所有する障害者手帳
全体

性別
男性 女性 性別不明

800 420 359 21
身体障害者手帳 1 級 82 47 32 3
身体障害者手帳 2 級 52 28 23 1
身体障害者手帳 3 級 48 25 22 1
身体障害者手帳 4 級 29 12 15 2
身体障害者手帳 5 級 15 8 7 0
身体障害者手帳 6 級 14 9 5 0
療育手帳Ａ（愛護手帳１度、２度） （最重度、重度） 17 13 4 0
療育手帳Ｂ（愛護手帳３度）（中度） 15 11 4 0
療育手帳Ｃ（愛護手帳４度）（軽度） 15 8 6 1
精神障害者保健福祉手帳 1 級 8 3 5 0
精神障害者保健福祉手帳 2 級 45 27 16 2
精神障害者保健福祉手帳 3 級 37 26 10 1
障害者手帳は持っていない 434 211 213 10

● 調査概要

● サンプル属性
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○	週に１日以上の実施率は 23.0％と、全国値（31.1％、令和3年度調査）を大きく下回っている。また、
「この１年間にスポーツ・レクリエーションを行わなかった」の割合は54.2％（全国値は41.3％）と、
半数を超えている。 

　　スポーツの実施頻度

　 性別の比較
○	性別で比較すると、「週に３日
以上」、「週に１～２日」の割合
は男性が女性を大きく上回っ
ている。 

○	一方で、「この１年間にスポー
ツ・レクリエーションは行わな
かった」の割合は、10ポイン
ト以上女性が上回っている。

 

0 25 50 75 100（%）

 
 

 

週に3日以上
週に1～2日
月に1～3日
3か月に1～2日
年に1～3日
この１年間にスポーツ・
レクリエーションは行わなかった
わからない

8.9 14.1 9.4 3.5
4.0

54.2 5.9

○	男女ともに「健康の維持・増
進のため」の割合が最も高く、
「気分転換・ストレス解消の
ため」が続く。 

○	性別では、優先順位について
特段の傾向の違いはみられな
いが、「健康の維持・増進の
ため」、「リハビリテーション
の一環として」は男性が女性
を大きく上回っており、「友
人や家族との交流のため」は
女性が男性を上回っている。

　　スポーツ・レクリエーションを実施する目的

 

  

 

 

  

 女性

男性

0 25 50 75 100
週に3日以上 月に1～3日

年に1～3日
週に1～2日

3か月に1～2日
わからない

この1年間にスポーツ・
レクリエーションは行わなかった

12.1 17.1 9.3 3.1 3.6 48.1 6.7

5.0 10.3 10.0 5.3 3.3 61.3 4.7 

（%）

健康の維持・増進のため

気分転換・ストレス解消のため

楽しみのため

友人や家族との交流のため

リハビリテーションの一環として

体型維持・改善のため

健常者との交流のため

目標や記録への挑戦のため

男性

女性

0 20 40 60 80
（％）

72.0
61.9

50.5
45.3

25.7
21.6

16.1
21.6

23.4
13.7

16.1
15.8

5.5
3.6

5.8
4.6
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○	「ウォーキング」と「散歩（ぶらぶら歩き）」の割合が突出しており、「階段昇降」、「ジョギ
ング／ランニング」、「体操（軽い体操／ラジオ体操／運動遊び等）」、「水泳」等が続いている。

　　この１年間に行ったスポーツ・レクリエーション

○	全体を見ると、「特に関心がない」の割合が突出している。「行いたいと思うができない」が
続き、「満足している」、「もっと行いたい」の割合はそれぞれ 13.6％、12.4％に留まっている。

○	性別では、「行いたいと思うができない」の割合に大きな差はないものの、「満足している」、
「もっと行いたい」の割合は男性が女性を大きく上回っており、「特に関心がない」の割合は
女性が男性を大きく上回っている。

　　スポーツ・レクリエーションの実施頻度に満足しているか

  全体

男性

女性

満足している もっと行いたい 行いたいと思うができない 特に関心がない

13.6 12.4 19.0 55.0 

16.0 15.7 19.3 49.0

61.318.99.210.6

0 25 50 75 100（％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 0 10 40 503020

ウォーキング
散歩（ぶらぶら歩き）

階段昇降
ジョギング／ランニング

体操（軽い体操／ラジオ体操／運動遊び等）
水泳

自転車（BMX含む）／サイクリング
筋力トレーニング（マシントレーニング）

キャンプ／オートキャンプ
登山、トレッキング、トレイルランニング、ロッククライミング

筋力トレーニング（ダンベル／自重のトレーニング）
スキー・スノーボード
ヨーガ／ピラティス

身体活動を伴うリハビリテーション
マラソン・駅伝などのロードレース

テニス、ソフトテニス
ゴルフ（コースでのラウンド）

ゴルフ（練習場・シミュレーションゴルフ）
サッカー、フットサル

ボウリング

22.3
17.6

6.6
5.3
4.5
3.1
2.9
2.5
2.1
2.1
2.0
2.0
1.9
1.9
1.6
1.6
1.6
1.6
1.6
1.6

（%）



第
６　
参
考
資
料

72

○	男女ともに「特に理由はない・なんとなく」、「家族に奨められた」、「医師に奨められた」の
割合が高くなっているが、男性は「特に理由はない・なんとなく」の割合が、女性は「家族
に奨められた」の割合が最も高くなっている。

　　スポーツ・レクリエーションを始めたきっかけ

○	男女ともに「一人」と「家族」の割合が高くなっているが、男性は「一人」の割合が、女性は「家
族」の割合が最も高くなっている。

　　誰と一緒にスポーツ・レクリエーションを行うか

特に理由はない・なんとなく

家族に奨められた

医師に奨められた

テレビや新聞、インターネット等の影響

所属する団体（会社等）に奨められた

学校の先生に奨められた

漫画、ドラマ、映画等の影響

男性

女性

0 20 403010 （％）

作業療法士・理学療法士・看護師等の
医療従事者に奨められた
（障害のない）友人・知人

・同僚に奨められた

（障害のある）友人・知人
・同僚に奨められた

38.5
29.5

32.4
23.9

21.6
18.0

12.9
12.4

9.6
8.6

5.5
5.8
4.1
6.5

4.1
2.9
1.8
5.0

2.3
2.9

一人

家族

福祉施設の職員・仲間

その他の友人・知人

学校の先生や学校の友達

スポーツ教室の指導者・仲間

地域の公共スポーツ施設の職員・仲間

障害者専用スポーツ施設の職員・仲間

障害がある人のサークル・障害者
スポーツサークル等の仲間

ボランティアの人たち

障害がある人やない人など
様々な人がいるサークルの仲間

男性
女性

0 3015 45 60（％）

54.1
38.1

29.8
42.4

11.5
15.8

13.8
10.1

6.4

6.4
4.3

5.0
2.8

7.9
4.6
3.6

3.6
4.1

3.7
4.3

1.8
4.3
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○	男女ともに「特にない」の割合が突出している。
○	「特にない」を除けば、男性は「障壁はなく、十分に活動できている」が、女性は「体力がない」
が突出している。

　　スポーツ・レクリエーションの実施における障壁

○	男女ともに「わからない」、「特に理由がない」の割合が突出している。
○	「わからない」、「特に理由はない」を除くと、男性は「スポーツ・レクリエーションに興味
がないから」の割合が高く、女性は「疲れるから」の割合が高くなっている。

　　スポーツ・レクリエーションを実施しない理由

特にない

障壁はなく、十分に活動できている

体力がない

金銭的な余裕がない

時間がない

交通手段移動手段がない

交通の便が良いところに施設がない

家族の負担が大きい

仲間がいない

スポーツ・レクリエーションをできる場所がない

男性
女性

0 10 20 30 40（％）

37.1
39.8

16.7
11.1
10.5

17.0
11.2
10.3
9.0
9.2

6.4
7.2
7.4
6.7
5.2
7.8

6.2
7.8

5.2
5.6

わからない

特に理由がない

疲れるから

スポーツ・レクリエーションに
興味がないから

自分にはできないから

人前に出るのは好きではないから

スポーツ・レクリエーションが嫌いだから

その他

障害が発生してから、スポーツを
やってみる機会がなくなった

障害が発生してから、スポーツをする機会は
あったが、あまり楽しくなかった

男性

女性

0 10 20 30 40（％）

31.7
30.9
32.2
31.8

8.9
13.6

9.9
10.5

8.4
9.1

5.9
5.0
4.0

6.8
4.0
5.0

5.9
2.7
3.5

1.8
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○	男女ともに「支援は必要ない」の割合が突出しており、次いで「一緒に行う仲間」、「適切な
指導者」、「会場への送迎」の順となっている。 

〇	性別では特段の傾向の違いはみられない。

　　スポーツ・レクリエーションを実施する上で、必要だと思う支援

0 10 20

支援は必要ない

一緒に行う仲間

適切な指導者

会場までの送迎

障害にあわせたプログラムの充実

スタジアム、体育館などの建物や
設備のバリアフリー化

交通機関やまちのバリアフリー化

施設の利用料減免

障害者への施設開放の促進

障害に対応した情報の提供や
問合せ方法の充実

男性

女性

30 40 50（％）

45.5
47.6

16.7
18.4

14.3
13.9
13.3
12.3
12.6
11.1
10.2
11.1
10.7
10.0
9.8
8.1
8.3
8.1
8.6

5.0
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